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ナノセンサーデバイスを活用した道
路管理手法の研究

H22～
H24

ゲリラ豪雨時における道路斜面安
定性評価に関する研究

7

9 橋梁の延命化シナリオ策定の実
践・検証に関する研究

H22～
H24

道路付帯施設・情報管理施設のア
セットマネジメントに関する研究 H22～

H24

8

5

6 走行型計測技術による道路トンネ
ル健全性評価の実用化検討に関す
る研究

H22～
H24

H22～
H24

橋梁細部における海塩粒子の付着
量推定と腐食劣化予測手法の開発
に関する研究

・近畿技術事務所
・姫路河川国道事務所

・福井河川国道事務所

・紀南河川国道事務所

・(株)ニュージェック
・パシフィックコンサルタンツ(株)
・NTTインフラネット(株)関西支店
・(株)アーステック東洋
・三菱電機（株）
・（株）ウエスコ
・綜合計測（株）
・計測検査（株）
・関西工事測量（株）
・（株）鴻池組
・中電技術コンサルタント（株）

・京都大学経営管理大学院
・大阪大学大学院工学研究科

・（株）ソーキ、(財)道路保全技術センター、
(財)先端建設技術センター、阪神高速（株）、
（株）エイト日本技術開発、（株）オリエンタル
コンサルタンツ、鹿島建設（株）、橋梁技術
塾、極東興和（株）、清水建設（株）、（株）修
成建設コンサルタント、中央復建コンサルタ
ンツ、（株）ニュージェック、パシフィックコンサ
ルタンツ（株）、（株）宮地鐵工所、八千代エ
ンジニアリング（株）、（株）国際建設技術研
究所、（株）IHIインフラシステム、（株）安部日
鋼工業、オリエンタル白石（株）、（株）計測リ
サーチコンサルタント、（株）鴻池組、駒井鉄
工（株）、昭和コンクリート工業（株）、（株）東
京測器研究所、（株）ピーエス三菱、ピー
シー橋梁（株）、日立造船（株）、三井住友建
設（株）、大鉄工業（株）、青木あすなろ建設
（株）、（株）大林組、鹿島建設（株）、川田工
業（株）、極東興和（株）、（株）鴻池組、大成
建設（株）、東急建設（株）、飛島建設（株）、
（株）ハルテック、三菱重工鉄工エンジニアリ
ング（株）、NTTインフラネット（株）、佐藤工
業（株）、（有）さくら情報ネット

H22～
H24

アーチカルバートを連続的に含む
景観性に優れた盛土構造の耐震性
能評価と災害復旧に関する研究

・滋賀国道事務所

京都大学　杉浦邦征教授
京都大学　河野広隆教授
京都大学　服部篤史准教授
京都大学　塩谷智基准教授
京都大学　山本貴士准教授
京都大学　大島義信准教授

備考
官

（整備局除く）

・(株)建設技術研究所

・大林道路（株）技術研究所

・近畿技術事務所
・大阪国道事務所
・京都国道事務所
・兵庫国道事務所

・近畿技術事務所
・大阪国道事務所

・大林道路(株)大阪支店
・(株)NIPPO関西支店
・(社)近畿建設協会
・大成ロテック（株）
・東亜道路工業（株）
・奥村組土木興業（株）
・昭和瀝青工業（株）
・(社)セメント協会

・滋賀国道事務所・ジオスター（株）
・日本ヒューム（株）
・日本コンクリート工業（株）
・日本ゼニスパイプ（株）
・（株）地域地盤環境研究所
・ヒロセ(株)
・ＪＦＥ商事テールワン（株）

学 産

・京都大学
　　　　　　大西有三　副学長
・京都大学大学院工学研究科
　　　　　　　　　　　西山哲准教授
・京都大学大学院工学研究科
　　　　　　技術専門員　矢野隆夫

・京都大学大学院　工学研究科
　　　　　 　　　　　　岸田潔准教授
                           川崎雅史教授
　　　　　　　 　　　　 山本貴士准教
授

・京都大学産官学連携本部
                          木村亮教授
・大阪工業大学工学部都市デザイ
ン工学科

・(株)IHIインフラシステム
・（株）大林組
・三井造船（株）

・(社)日本橋梁建設協会
・片山ストラテック(株)
・(財)海洋架橋・橋梁調査会近畿支部
・阪神高速道路(株)
・(株)エイト日本後術開発
・協和設計(株)
・中央復建コンサルタンツ(株)

・京都大学大学院　工学研究科
　　　　　　　　　　　小山倫史助教
・立命館大学　　酒匂一成　准教授
・名古屋工業大学　　菊本統　助教
・大阪大学　　　小田和広　准教授

・関西大学環境都市工学部
　　　　　　　　坂野昌弘教授
・京都大学大学院工学研究科
　　　　　　　宇都宮智昭准教授

・京都大学大学院　工学研究科
　　　　　　　　　　　西山哲准教授
・京都大学大学院工学研究科
　　　　　　　　宇都宮智昭准教授

・京都大学大学院　工学研究科
　　　　　　　　　　　白土博通教授
・京都大学大学院工学研究科
　　　　　　　　　　　八木知己准教授
・京都大学工学研究科
　　　　　　　　　　　山本貴士准教授
・京都大学工学研究科
　　　　　　　　　　　　　服部　洋助教

・京都大学大学院　工学研究科
　　　　　　　　　大西有三　副学長
　　　　　　　　　西山哲准教授
　　　　　　　　　小山倫史助教
・金沢工業大学　環境土木工学科
　　　　　　　　　　　　木村定雄教授

・紀南河川国道事務所・(株)地層科学研究所
・(株)可視化ビジョン
・サンコーコンサルタント(株)
・ワイマチック(株)
・(株)熊谷組
・日本綜合建設（株）　松本支店
・明治コンサルタント（株）

1 都市環境改善舗装の普及に向けた
維持管理手法に関する研究

H22～
H24

・福知山河川国道事務所

H22～
H24

4

H22～
H24

高齢化を迎えた長大橋梁の診断と
長寿命化に関する研究

2

3

H24.8.1現在入会応募用紙提出状況一覧

プロジェクトチーム 研究期間
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研
究
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究
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究
の ののの
目
的

目
的
目
的

目
的

①
国
道
２
号
Ｕ
橋
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
周
辺
橋
梁
群
の

相
対
的
な
安
全
性
評
価
手
法
を
開
発
す
る
こ
と
。
汎
用
化
の
た
め
の
手
引

き
を
作
成
す
る
こ
と
。

②
最
適
延
命
化
方
策
選
定
シ
ス
テ
ム
の
ソ
フ
ト
「
橋
の
匠
」
を
作
成
す
る
こ
と
。

③
維
持
管
理
の
現
場
に
お
い
て
、
ソ
フ
ト
「
橋
の
匠
」
を
実
践
し
、
実
用
的
で

あ
る
こ
と
の
検
証
を
行
う
と
と
も
に
、
適
切
な
普
及
活
動
を
行
う
こ
と
。

飛
躍
的
に
増
大
す
る
橋
梁
の
高
齢
化
に
対
応
す
る
た
め
、
健
全
性
を
把
握
し
適
切
に
補
修
補
強
を

施
し
て
橋
梁
の
延
命
化
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
本
研
究
で
は
、
橋
梁
群
の
維
持
管
理
を

一
定
地
域
レ
ベ
ル
で
最
適
化
す
る
た
め
に
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
基
に
し
た
相
対
的
な
健
全
度
評
価
手
法

を
開
発
す
る
。
ま
た
、
維
持
管
理
の
現
場
に
即
し
た
実
用
的
な
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
を
構
築
、
そ
の
運

用
・
普
及
を
進
め
、
効
率
的
で
安
定
し
た
維
持
管
理
を
果
た
す
こ
と
を
目
的
と
し
た
。
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プ
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ク
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ダ
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京
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大
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大
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工
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究
科
教
授
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大
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究
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学
大
学
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究
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学
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研
究
科
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授
宮
川
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章

宮
川
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章

宮
川
豊
章

宮
川
豊
章

・
延
命
化
の
た
め
の
“
道
し
る
べ
”
を
つ
く
ろ
う

・
延
命
化
方
策
の
“
シ
ナ
リ
オ
”
を
つ
く
ろ
う

・
丈
夫
で
美
し
く
長
持
ち
す
る
橋
梁
で
、
丈
夫
で
美
し
く
長
持
ち
す
る
市
民
生
活
を
！
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２
３
２
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年
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年
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年
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年
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成
果
成
果

成
果
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梁
群
の
評
価
の
た
め
の
モ
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ン
グ
(継
続
中
)

•
延
命
化
の
た
め
の
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ナ
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オ
の
充
実
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調
査
計
測
手
法
選
定
シ
ス
テ
ム
の
構
築

•
補
修
補
強
工
法
選
定
シ
ス
テ
ム
の
構
築
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選
定
シ
ス
テ
ム
「
橋
の
匠
」
の
実
地
検
証
と
普
及
活
動

国
道
事
務
所
道
路
管
理
課
に
レ
ク
，
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技
術
者
研
修
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＠
近
技
に
て
実
地
研
修
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● ●●●
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「都市環境改善舗装の普及に向けた維持管理手法に関する研究」 

 

プロジェクトリーダー 大西有三 京都大学副学長 

 

当研究は、環境舗装の保持機能及び計測手法研究（環境舗装ＷＧ）と交差点部等に適した舗装工法・

材料等を調査開発(交差点舗装ＷＧ)のＷＧを設ける。 

 

Ⅰ．環境舗装ＷＧ 活動報告                     （文責：西山哲） 

 

１．環境舗装ＷＧの研究目的 

 都市環境改善や走行環境改善に資するために整備促進されてきた環境舗装（排水性舗装、透水性舗装）

の効果および経時変化の要因を分析・整理し、維持管理計画策定のための機能維持の検討を行い、管理

手法のとりまとめを行う。 

 

２．ＷＧへの参加メンバー（＊リーダー、＊＊幹事） 

 産 大林道路(株)＊＊、(社)近畿建設協会、大成ロテック(株)、(株)ＮＩＰＰＯ 

 学 京都大学大学院 工学研究科（西山哲准教授）＊、大阪工業大学 

 官 近畿地方整備局道路部・京都国道事務所・大阪国道事務所・近畿技術事務所 

 

３．ＷＧで予定の研究内容 

１）近畿管内路面性状調査資料および性能評価（路面騒音）実施個所の収集整理 

２）通常舗装と環境舗装の路面性状の経時変化等の分析評価 

３）環境舗装の機能の経時変化の要因分析ならびに現状機能の計測 

４）維持管理ノウハウ集とマニュアル整備のための基礎資料の作成 

５）維持管理計画策定のための保持機能および計測手法の研究 

６）成果のとりまとめ 

 

４．これまでの主な成果 

（１）通常舗装と環境舗装の路面性状の経時変化等の分析評価 

  近畿管内の路面性状調査資料を基に、通常舗装（密粒舗装）と環境舗装（排水、透水性舗装）の路面

性状の経時変化を次に示す路線の選定区間について分析評価した。 

・滋賀国道事務所管内国道 1号 

・京都国道事務所管内国道 1号、9号、24 号 

・大阪国道事務所管内国道 1号 

（２）環境舗装の機能の経時変化の要因分析ならびに機能の現状把握 

  性能評価（路面騒音等）実施箇所の性能評価資料、ならびに機能の低下の要因となる通行車両や沿道

環境等についての資料を分析評価するとともに、国道 1 号（京都府、大阪府域）における道路環境セン

サスデータを総括表にとりまとめ、舗装種別（通常舗装と環境舗装）と沿道環境騒音の関係について考

察した。また次に示す路線の選定区間において現状機能（路面騒音）の簡易計測を行い、分析評価を行

った。 

１）滋賀国道事務所管内国道 1号 
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２）京都国道事務所管内国道 1号、9号、24号、171 号 

３）大阪国道事務所管内国道 1号、163 号 

４）主要地方道京都守口線 

（３）維持管理計画の検討 

 環境舗装がもたらした環境改善効果（沿道騒音、流出抑制等）を既存文献や既存計測結果を基に整理

し、維持管理を行う上での着目点ならびに機能の低下状況や環境改善効果等から目指すべき管理目標

（値・効果）の設定のための基礎資料を整理した。 

 

５．今年度の予定 

（１）環境舗装の機能の経時変化の要因分析ならびに機能の現状把握 

 昨年度とりまとめられた通常舗装と環境舗装の路面性状の経時変化および機能の現状把握結果を基

に、本年度簡易計測等により現状の路面性状を補完し、環境舗装の経時変化の要因（通行車両や沿道環

境等）を分析評価するとともに機能の現状を把握する。 

（２）維持管理計画策定のための保持機能の検討 

環境舗装がもたらした環境改善効果（沿道騒音、流出抑制等）を既存文献や既存計測結果並びに本調

査分析結果を基に整理し、維持管理を行う上での着目点ならびに保持性能の低下状況や環境改善効果等

から環境改善舗装の管理手法をとりまとめる。 
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Ⅱ．交差点舗装ＷＧ 活動報告                   （文責：山田優） 

 

１．交差点舗装ＷＧの研究目的 

 排水性舗装など、ポーラス混合物を用いる環境舗装は、交差点部等における車両の走行に対して弱く、

骨材飛散などが起こりやすい。そこで、交差点部等に適した舗装の工法・材料、施工方法などについて

検討する。 

 

２．ＷＧへの参加メンバー（＊リーダー、＊＊幹事） 

 産 大林道路(株)＊＊、奥村組土木興業(株)、(株)ガイアートＴ･Ｋ、昭和瀝青工業(株)、 

(社)セメント協会、東亜道路工業(株) 

 学 山田優（大阪市立大学名誉教授）＊、佐野正典（近畿大学） 

 官 近畿地方整備局道路部・兵庫国道事務所・近畿技術事務所 

 

３．ＷＧで予定の研究内容 

１）交差点部等で要求される施工条件、舗装性能についての調査 

２）採用可能な舗装工法･材料についての調査研究 

３）舗装工事のための交通規制についての調査研究 

４）試験施工 

５）成果の取りまとめ 

 

４．これまでの主な成果と今後の予定 

（１）高耐久化を目的に交差点部等の舗装に適用された工法・材料の現地調査 

 次の工法・材料について、既に施工された舗装の状況を目視調査し、研究対象とする舗装工種を選択

した。 

１）高耐久型、ねじれ抵抗改善型などと呼ばれるポリマー改質Ｈ型アスファルト使用のポーラス混合物 

２）路面を樹脂や乳剤を使用して被覆あるいは充填し、排水性能を保持させつつ強化する表面処理工法 

３）プレキャストまたは早期交通開放型のコンクリート舗装 

 

（２）高耐久性またはねじり抵抗改善型ポリマー改質Ｈ型アスファルト使用および表面強化処理したポ

ーラス混合物の室内試験 

 標準型 1種類、高耐久型 5種類、ねじり抵抗改善型 4種類のポリマー改質Ｈ型アスファルト、および

3 種類の表面処理材を用いて、混合物供試体を作製し、交差点舗装への適用性検討のための各種試験を

実施した。なお、骨材の最大粒径は 13ｍｍ、空隙率は 20％としたが、比較のため、標準型については、

最大粒径を 20mm、および空隙率を 17％とした混合物も試験した。 

その結果、高耐久型、ねじり抵抗改善型を使用、および表面強化処理した混合物は、特にねじり骨材

飛散率の試験値が小さく、交差点部等の舗装として優れた結果を示した。 

 

（３）交差点部における試験施工 

 平成 24年度、兵庫国道事務所管内交差点部において、10種類の舗装工種の試験施工を計画している。 

 施工性および施工時・施工後の路面性状を調査するとともに、交差点部における舗装工事のための有

効な交通規制についても検討したい。 
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走行型計測技術による道路トンネル健全性評価の実用化検討に関する研究 

平成 24 年度 研究計画 

 

プロジェクトリーダー 大西有三 

1 研究目的 

これまでの研究において，福井河川国道事務所等で管理するトンネルで走行型計測を実施し，健全性評

価を行った．その結果トンネル覆工の変形モードやひび割れ形状などから，発生原因の推定や，新規に発

生したひび割れの検出を行うことができた．また MIMM の採用により，これまでよりもさらに精度の高いデ

ータ取得が可能となった．課題として，ひび割れの検出精度をさらに高めていくことや，既往の打音検査

箇所の絞り込み方法（浮き，剥落箇所の特定），走行型計測による健全性評価方法の確立などが考えられた． 

今年度以降の研究では，こうした課題を踏まえ，①走行型計測技術のさらなる実用化検討（点検判定方

法，健全度判定方法，データベース化）の実施，②損傷の進行が伴うようなトンネルを対象とした調査方

法，モニタリング方法の検討，③必要となる対策工法の選定手法の検討，④走行型計測を活用した「道路

トンネル点検・補修の手引き」の改訂に伴う提案 などを行うものである． 

2.研究体制 

本研究では，近畿地方整備局が進める「新都市社会技術融合創造研究会」（産学官連携による研究プロジ

ェクト）に所属する「走行型計測技術による道路トンネル健全性評価の実用化研究プロジェクト」（プロジ

ェクトリーダー：京都大学理事 大西副学長）として，以下の実施体制により研究を行っている． 

 

リーダー 京都大学 理事 大西有三副学長 

産 

㈱アーステック東洋，㈱ウエスコ， 
エヌ・ティ・ティインフラネット㈱，  
応用地質㈱，関西工事測量㈱，㈱環境総合テクノス 
計測検査㈱，鴻池組㈱，綜合計測㈱，㈱ダイヤコンサルタント 
中電技術コンサルタント㈱，㈱ニュージェック， 
パシフィックコンサルタンツ，㈱三井住友建設㈱， 
三菱電機㈱ 

学 京都大学大学院工学研究科，金沢工業大学 

官 

国土交通省 近畿地方整備局 
道路部 道路管理課 
近畿技術事務所 
福井河川国道事務所 

オブザーバー 大林道路㈱，鹿島建設㈱，国際航業㈱ 

3.研究項目 

 

  

項   目 細   別 単位 数量 摘要 

点検判定方法検討 
越坂、大谷第 5トンネル最新データに
よる再評価 

式 1  

健全性判定方法検討 〃 式 1  

データベース化検討  式 1  

調査方法検討 調査方法、モニタリング方法 式 1  

 
対策工法検討 

対策工法選定手法 式 1  

MIMM 解析精度向上検討  式 1  

走行型による健全度評価
マニュアル策定 

 式 1  
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4.走行型計測（ＭＩＭＭ）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.今後の研究課題と取組み内容 

（1）ひび割れ検出精度の検討 

・ひび割れ幅の精度を上げるための補足的な手法（ゲージ，目視との連携等）を確立する必要がある． 

・画像の貼合わせやひび割れの自動抽出技術を確立する必要がある． 

（ひび割れ判定や寸法を極力自動で行うことにより業務の効率化とコスト縮減を目指す） 

（2）走行型計測技術による点検法の検討 

・既往の点検に対して，走行型計測技術を活用する要求が高いのは，完成直後に初期データを計測して

おくことであるため，遠望目視の代替として活用し近接打音箇所を絞り込む必要がある． 

・画像，変形モードなどから近接打音箇所をいかに適切に選定するかについての検討が必要である． 

（極力従来の打音検査や目視確認数量を減らすことにより，コスト縮減を目指す） 

（3）走行型計測技術による健全性評価に関して 

・走行型計測手法による新しい健全性評価手法を確立する必要がある．（マニュアル化） 

・走行型計測技術による健全性評価手法と，関連づけされる継続的なモニタリング方法や調査方法を選

定するための基準や枠組みを検討する必要がある．（マニュアル化） 

・走行型計測技術による健全性評価手法より，対策工法を選定するための基準や枠組みを検討する必要

がある．（マニュアル化） 

・走行型計測技術による健全性評価手法より，継続的なモニタリングや調査方法を選定するための基準

や枠組みを検討する必要がある．（マニュアル化） 

・それぞれのデータが，逸散しないように，実際にデータを現場で活用できるようなデータベースシス

テムの検討が必要である． 

・これまでの点検にデータを保管していると思われるが，過去の点検記録を瞬時に検索し，客観的なデ

ータを確実に保管していく枠組みを考える必要がある． 

・走行型計測手法に基づく「道路トンネル点検・補修の手引き」の改訂を目指した提案が必要である． 
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1 

 

ナノセンサデバイスを活用した道路管理手法に関する研究 

 

プロジェクトリーダー  京都大学大学院 西山 哲 

 

【研究開発の概要】 

 近畿地方整備局管内の多くにおいて岩盤崩壊や落石などの危険箇所の点検が行われており，場合によ

っては各種計測機器を設置することによって岩盤や落石の安定性を評価する監視作業が行われているが，

そのモニタリングにかかる労力および費用の低減を図ることに取り組むのが本研究開発の目的である．

具体的には現在市販化されているセンサの活用による新しいモニタリング技術の開発が目的である．例

えば，さまざまな対象物の挙動を把握するための数多くの先進的なセンサが製品化され実用化されてい

が，よく知られているものに手や足の動きをリアルタイムにテレビ画面に映すことにより，テニスや体

操といった家庭内ゲームを実現しているセンサの活用である．これらのセンサ技術においては，既に「小

型，リアルタイムでの計測データの無線配信」は実現している．そこで，本年度は土木分野での応用を

図るために，次の特徴をもつセンサの改良によるモニタリングの実用化を検討した． 

（1） センサが野外での長期利用に耐える安定性を有していること． 

（2） システムを設置する個所を選ばないこと：電力供給や信号線の配置が困難な個所でも設置できる

計測データの配信技術の改良，またセンサや電池の取替えを不要にするための，さらなる省電力

化を実現させること． 

（3） 計測データから岩盤や落石の挙動を判断する管理値の設定をすること． 

 

【研究成果の概要】 

 

＜設置場所について＞ 

・紀南河川国道事務所管内における国道 42号線沿いの岩盤斜面上の転石・浮石の挙動モニタリングの実

現を目指し，図-1のような危険な石を 10個抽出しセンサを設置した．センサの概要は図-2のとおり． 

 

        

 図-1 計測対象箇所             図-2 設置したセンサの概要 
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2 

 

＜モニタリングシステムの概要＞ 

 図-3には転石・浮石への設置状況，図-4にはセンサからの計測データを収集して，パソコン画面に表

示させる基地局（センサから 300mの位置に設置）の概要を示す． 

 ・センサも基地局も有線部分は一切無い：システム設計の自由が高い．雷対策も不要． 

 ・センサを設置した石の挙動を，いつでも，どこでもパソコンで確認できる． 

 ・計測データを無線で送信するシステムへの植生の影響が無い：どこにでもシステムは設置できる． 

 

 

                

  

 

 

 

 

 

 

 

     図-3 赤丸が設置したセンサ     図-4 データを収集してWeb上に転送する基地局 

 

＜モニタリング結果＞ 

 図-3に示した転石の台風 12号上陸（9月 1

日～4日）前後の挙動をモニタリングした結果

が図-5 である．鉛直方向の角度の変化を青色，

水平方向の角度変化を赤色と緑色で表示してい

る．別途，室内実験により温度や湿度による影

響を考慮し，0.2度以上の角度変化が生じると

転石は危険な状態であると判断する管理基準値

を設定していた． これより，人的労力の負担

を大きく低減する（低コストでの）モニタリン

グが実現できることを実証した． 

 

       図-5 転石の挙動監視例 

【研究開発成果のまとめ】 

 次の利点をもつモニタリング技術を完成させた． 

 ・システムをどこにても自由に設置でき，メンテナンスフリーである． 

 ・広範囲に数多く設置してもコストは（従来の機器よりも）低減化できる． 

 ・高精度での管理基準値にも対応でき，パソコンでリアルタイムに安全を確認できる． 

 今年度は，センサの機能を拡充し他の応用分野への展開を検討していく． 
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ゲリラ豪雨時における道路斜面安定性評価に関する研究 

（プロジェクトリーダー：京都大学大学院工学研究科都市社会工学専攻 助教 小山 倫史） 

 

背景：近年，梅雨前線や台風，異常気象などによる「ゲリラ豪雨」（局所的かつ短時間に多量に降る雨）

に起因する斜面崩壊が数多く発生し，山地斜面に隣接している道路や住宅地域などにおいて多大な被害

をもたらしており，道路斜面防災システムの整備が急務である．  

 

必要性：気象庁が提供する土砂災害警戒情報は，これまで,「ゲリラ豪雨」（局所的かつ短時間に多量に降

る雨）を正確に計測し，その斜面安定に与える影響を的確に把握する必要がある（従来の降雨強度の考

え方では，精度よい斜面の安定性評価は難しい）．そのためには，ゲリラ豪雨時の斜面への雨水浸透メカ

ニズムの解明が重要である．また，従来の降雨の情報のみによる警戒情報運用システム（例えば，雨量

判定図などを用いたもの）に代わり，斜面の計測・モニタリングによる情報，力学・浸透特性も反映し

たシステムが必要である． 

 

目的：社会的・経済的に影響の大きいゲリラ豪雨による斜面崩壊による災害を監視・予測・低減する技

術を確立し，X バンドレーダーによる降雨量予測など組み合わせ，気象庁が提供する土砂災害警戒情報

の高精度化を図り，降雨データのみならず，斜面の雨水浸透特性および力学特性を考慮した統合的な道

路斜面防災システムの立ち上げを目的とする． 

 

内容：上記の目的に基づいて，大きく 2 つの WG（WG1: 計測，WG2: 解析，WG3: 評価）に分けて以下

の点について検討を行う． 

≪WG1: 計測ワーキング≫ 

（目的） 

1. ゲリラ豪雨時のリアルタイム斜面モニタリングシステムの構築 

2. 現場計測・長期斜面モニタリング 

（検討項目） 

Task 0: 豪雨時における斜面計測・モニタリング手法のレビュー 

Task 1: 新たな計測機器の開発・改良（気象情報取得の高精度化） 

Task 2: サンドカラムを用いた室内降雨試験および模擬斜面を用いた大型降雨実験 

Task 3: 現場斜面モニタリングシステム（自己発電型ワイヤレスシステム，多点計測センサーネット

ワーク）の構築 

Task 4: 現場計測・長期斜面モニタリング 

≪WG2: 解析ワーキング≫ 

（目的） 

1. ゲリラ豪雨時の雨水浸透挙動・メカニズムの把握および数値解析モデル・手法の構築 

2. 斜面安定性評価および崩壊予測シミュレーション 

（検討項目） 

Task 0: 従来の解析手法の特徴の整理（物性，境界条件など） 

Task 1: 雨水浸透メカニズム解明．応力－浸透（－ガス）連成解析手法の開発（サンドカラムを用い

た室内降雨試験のシミュレーション） 

Task 2: 模擬斜面を用いた大型降雨実験のシミュレーション 

Task 3: 現場斜面のシミュレーション（斜面安定解析，崩壊予測） 

≪WG3: 評価ワーキング≫ 

（目的） 

1. 斜面点検データ活用法及び対策優先順位付けに関わる意思決定のための評価・分析手法の提案 

2. 土砂災害警戒情報の高精度化および道路斜面災害の軽減に向けた判断支援システム（警戒情報

運用システム）の構築 

（検討項目） 

Task 0: 従来の評価手法のレビュー 

Task 1: 斜面点検データの活用法の提案 

Task 2: 土砂災害警戒情報の高精度化・判断支援システムの構築 
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Task 3: 現場斜面の崩壊シナリオの分析および対策工の提案 

 

本プロジェクトの構成およびスケジュールは以下のとおりである． 

 

 
2011 年度の成果： 

WG1：改良型サンドカラム試験を用いた雨水鉛直浸透降雨実験を行い，深度ごとの間隙圧，間隙空気

圧，水分量および溢流量のリアルタイムに計測を実施した．また，降雨時における表層崩壊に

対して，崩壊を食い止める効果を発揮しながら地盤内の挙動を計測する NNS（ネイリングセン

サネットワークシステム）の開発および検証を行った．さらに，ゲリラ豪雨時の道路斜面の気

象データや浸透挙動等を把握するためのモニタリングシステムの設置計画を行った．  

WG2：異方応力下の浸水破壊現象の観察を目的とした三軸せん断・浸水試験を実施し，解析に必要な

不飽和土の構成則および水分特性について検討を行った．また，過去の豪雨による斜面崩壊（福

知山市夜久野町額田地区に位置する実斜面）の再現解析を実施した．  

WG3：定性的な指標を使って定量的な評価を可能とする数量化Ⅱ 類と自己組織化マップ(SOM)を組み

合わせることにより，道路斜面に対する新たな安定性評価手法を開発しその適用性を検証した．

また，福知山河川国道事務所より提供いただいた点検データを用いて SOM により豪雨による崩

壊危険度の高い斜面を抽出し，2012 年度の計測対象斜面とした． 

2012 年度の予定： 

 ①原位置計測・モニタリングの実施，②斜面を模擬した大型降雨実験の実施，③モニタリングと解析

を組み合わせた統合的な斜面の崩壊・危険度予測手法の提案およびその検証． 

WG1WG1：計測：計測 WG2WG2：解析：解析

WG3WG3：評価：評価

計測機器開発

気象情報の
高精度化

リアルタイム
斜面モニタリン
グシステム

センサーネット
ワーク

サンドカラム試験

大型降雨実験

雨水浸透
メカニズム

不飽和土の
構成モデル

数値解析手法

斜面安定性評価

崩壊予測

現場計測

斜面点検データ
の活用

対策優先
順位付け

土砂災害警戒
情報の高精度化

警戒情報運用
システム

委員長：小山倫史

（京都大学）

WG1：酒匂一成

（立命館大学）
WG2：菊本統

（名古屋工業大学）

WG3：小田和広

（大阪大学）

2010年度 2011年度 2012年度

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

W
G

 1
:
計
測

Task 1

Task 2

Task 3

Task 4

報告書

W
G

 2
:
解
析

Task 0

Task 1

Task 2

Task 3

報告書

W
G

3
:
評
価

Task 0

Task 1

Task 2

Task 3

報告書

≪WG1≫ 

Task 0: 豪雨時における斜面計測・モニタリング手法のレビュー 

Task 1: 新たな計測機器の開発（気象情報取得の高精度化） 

Task 2: サンドカラム試験及び模擬斜面を用いた大型降雨実験 

Task 3: 現場斜面モニタリングシステム（自己発電型ワイヤレス

システム，多点計測センサーネットワーク）の構築 

Task 4: 現場計測・長期斜面モニタリング 

≪WG2≫ 

Task 0: 従来の解析手法の特徴の整理（物性，境界条件など） 

Task 1: 雨水浸透メカニズム解明．応力－浸透（－ガス）連成解

析手法の開発（サンドカラム試験のシミュレーション） 

Task 2: 模擬斜面を用いた大型降雨実験のシミュレーション 

Task 3: 現場斜面シミュレーション（斜面安定解析，崩壊予測） 

≪WG3≫ 

Task 0: 従来の評価手法のレビュー 

Task 1: 斜面点検データの活用法の提案 

Task 2: 土砂災害警戒情報の高精度化・判断支援システムの

構築 

Task 3: 現場斜面の崩壊シナリオの分析および対策工の提案 

 

グレーのハッチ部分は，防災科学技術研究所における斜面を

模擬した大型降雨実験の実施予定期間． 

ただし，震災後の節電対策により 2011 年度の実施は不可能と

なったため，本年度 10 月中旬に実施予定 
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2-1 
 

WG1：計測ワーキング（概要） 

 

1．はじめに 

WG1 では，サンドカラム実験や室内土槽実験による現地計測へ向けた計測技術の検証実験を実施し

た．また，Task0 および Task1 で検討したゲリラ豪雨時の道路斜面モニタリング技術に関する検討結果

をもとに，現地斜面への適用（Task3, Task4）について計画を行った．以下に，サンドカラム試験，室内

土槽試験結果および現地斜面への適用計画についてまとめる． 

（検討項目） 

Task 0: 豪雨時における斜面計測・モニタリング手法のレビュー 

Task 1: 新たな計測機器の開発・改良（気象情報取得の高精度化） 

Task 2: サンドカラム試験および模擬斜面を用いた大型降雨実験 

Task 3: 現場斜面モニタリングシステム（自己発電型ワイヤレスシステム，多点計測センサーネット

ワーク）の構築 

Task 4: 現場計測・長期斜面モニタリング 

 

2．サンドカラム実験および室内土槽実験（Task2）による検討 

2.1 サンドカラムを用いた降雨実験 

豪雨時の一次元雨水浸透メカニズムを把握するため，サンドカラムを用いた降雨実験を実施した．過

去の実験では，表面流の再現ができておらず，また，計測位置が互い違いになっていたことから，水収

支を正確に把握できなかった上，間隙圧と間隙空気圧から間隙水圧を求めることができなかった．本研

究では，実験装置を改良し，降雨実験を行った．降雨実験中には深さごとの間隙圧，間隙空気圧，水分

量および溢流量をリアルタイムに計測することができたことから，次の結果を得ることができた． 

①試料の透水性が小さい場合，間隙空気圧の上昇が見られ，浸潤域が浅いうちに溢流が開始された． 

②試料の透水性が小さい条件においては，降雨強度が大きいほど溢流開始時間は早いのに対し，降雨

強度が小さいほど間隙空気圧の上昇が大きくなるといった現象が見られた． 

③溢流量および排水量から，水収支を考慮した場合，透水性の大きい試料において総降雨量に対する

貯留量の割合は約 90%であったのに対し，透水性の小さい試料においては約 20%と，前者に比べ約 4

分の 1 程度の割合になるといった現象が見られた． 

 今後の課題としては，以下の点が挙げられる。 

①サンドカラムの高さが約 1m という比較的小さいスケール，サンドカラムの空気を封入しやすい構

造，サンドカラムの壁と試料との接触部分における局所的な空気の抜け道に対応したカラムの改良が

必要である． 

②間隙空気圧と間隙水圧の混合圧として間隙圧を計測していることから，今後は混合圧の分離を試み

ることで，降雨実験中における間隙水圧の挙動にも着目する必要がある． 

③十分な雨滴の落下高さ（2m 以上）の確保による終端速度の考慮が必要である． 

 

2.2 NNS（ネイリングセンサネットワークシステム）の実用化に向けた室内土槽試験 

ハード対策とソフト対策の双方の長所を活かすような，降雨時における表層崩壊に対して，崩壊を食い
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2-2 
 

止める効果を発揮しながら地盤内の挙動を把握することで，崩壊発生時間を遅らせると同時に，斜面の

危険度を把握するような NNS（ネイリングセンサネットワークシステム）について，室内土槽試験を利

用して，想定すべり面付近のひずみ計測の有効性の確認と，ひずみ発生に及ぼす素因のうちネイリング

センサの設置間隔によるひずみの挙動の評価を行った．結論として，以下の知見が得られた。 

①補強材間隔を広げることで補強材に貼付したひずみの出力は減少し，地盤の拘束力は減少する．し

かしながら，設置間隔 300mm でもネイリングセンサ付近の土塊は拘束されていたことから，斜面を

抑え込む力が発揮されていた． 

②斜面の崩壊現象を想定すべり面付近に設置しているひずみセンサが斜面のひずみを最も捉えていた． 

 

3．ゲリラ豪雨時の道路斜面モニタリングシステムの現地適用に向けた計画 

 本年度は，ゲリラ豪雨時の道路

斜面の気象データや浸透挙動等

を把握するためのモニタリング

システムの設置計画を行った．設

置予定箇所および設置設備の概

要を以下に示す． 

 設置箇所として，国道 9 号額田

（ヌカタ）～日置（ヘキ）地区事

前通行規制区間のF009A070地点

を予定している．図-1に計測予

定箇所を示す．オーバーハング状

になっている部分の上部および

下部において，浸透挙動を計測す

るためのセンサ（テンシオメータ

および土壌水分計），気象ユニッ

トなどを設置する．また，NNS

の現地斜面における検証試験および数種類の物理探査を計画している． 

システム設置地点では，すでに測量が実施されており，今回のシステムは，測線 ANO.4 に沿って設

置する予定である．また，測線 ANO.4 沿いでは，ボーリング調査も行われており，図-1中に示す No.2

および No.3 の調査結果が利用可能である．計測データは，情報 box 内にデータロガおよびパソコンを

設置することで取得する．情報 box および気象ユニットは，アンカー付きのり枠工が施された斜面の法

先部分に設置予定である．また，杭式ひずみ計（NNS）の設置を検討しているが，設置面積がある程度

必要であるため，状況によっては，図-1中に示すボーリング No.5 および No.6 付近の斜面で実施する予

定である． 

計側システムに用いる電源については，国道沿いにある電柱から得る．本年度は，対象斜面に最も近

い「才谷 51」から電源を得るため，電源工事を実施した．また，斜面上部への足場は，アンカー付きの

り枠工沿いに設置し，機器の設置やメンテナンスをしやすくする予定である．機器類の設置は，雪の影

響が無い時期に行う。 

 

図-1 国道 9 号額田（ヌカタ）～日置（ヘキ）地区事前通

行規制区間（F009A070 地点） 
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３章 ゲリラ豪雨時の斜面崩壊に関する室内試験と数値解析 
 

WG2（解析 WG）では，豪雨による斜面崩壊メカニズムの解明や被害予測法の高度化を目指して，要

素試験やモデル実験，現地計測による分析を進めるとともに，不飽和地盤の雨水浸透現象や浸水時の変

形・破壊現象の解析手法の開発と検証を行っている．初年度に実施した室内要素試験（圧密・浸水試験

や締固め試験）と一次元浸透カラム試験に加えて，2 年目は異方応力下の浸水破壊現象の観察を目的と

した三軸せん断・浸水試験や斜面崩壊事例の分析と数値シミュレーションを実施した． 
3.1 三軸せん断・浸水試験と数値シミュレーション 

地盤内の応力状態が異方応力下にある斜面では，浸水に伴う変形特性が水平堆積地盤とは大きく異な

ると予想される．そこで，密度や応力条件を変化させて異方応力下の浸水試験をパラメトリックに実施

するとともに，初年度に開発した不飽和土の構成則と水分特性曲線による数値解析を行った． 
三軸せん断・浸水試験は，試料の種類（粘土・砂・混合土）や密度（密・緩），浸水時の応力条件（偏

差応力，圧縮・伸張）を変えて実施した．試験では含水比を調整した不飽和土を所定の応力比までせん

断した後，飽和に至るまで偏差応力一定（全応力一定）条件下で浸水させる．試験結果の一例として，

図 1に密詰めおよび緩詰め混合土の三軸圧縮・浸水試験の結果を示す．図中には飽和および不飽和試料

を単調にせん断した結果も示している．不飽和土は飽和土に比べて高いせん断強度を発揮することや，

せん断の途中で偏差応力を一定に保って浸水させると，全応力が一定に保たれているにも関わらず，体

積変化を伴ってせん断変形が進行することが示された．このとき，飽和試料の限界応力比より低い応力

比で浸水した試料は飽和まで試験が進行し，限界応力比より高い応力比で浸水した試料は浸水途中で破

壊する傾向にあった．また，浸水時の体積変化は試料によって異なり，密な試料では浸水時に膨張する

傾向にあった．さらに，浸水時の変形量は緩い試料ほど，主応力比が高いほど大きく，浸水時の変形・

破壊挙動には地盤の密度や応力状態が大きく影響を及ぼすことがわかった． 
初年度に開発した不飽和土のモデルによるシミュレーション結果の一例を図 2に示す．なお，解析に

は試料の密度によらない共通（土固有）のパラメータを用いている．図からもわかるように，解析は試

料の密度や浸水時の応力比による浸水時のせん断変形量や圧縮・膨張変形の違いを的確に捉えた． 
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図 1 混合土の三軸圧縮・浸水試験（左：緩詰め，右：密詰め） 
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図 2 混合土の三軸圧縮・浸水試験のシミュレーション（左：緩詰め，右：密詰め） 
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降雨境界（流量固定）
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不透水境界

降雨境界（流量固定）

水頭固定境界

浸出面境界

不透水境界

    
図 3 額田地区の斜面の幾何条件と要素分割， 

および境界条件 
 

3.2 豪雨時の実斜面の雨水浸透現象の数値シミ

ュレーションと安定解析 

斜面の雨水浸透・斜面崩壊メカニズムの解明を

目的として，豪雨による斜面崩壊現象の再現解析

を試みた．解析は飽和・不飽和浸透流の支配方程

式を 2 次元の有限要素法(FEM)により解き，得ら

れた浸透流解析の結果をもとに円弧すべりを想

定したフェレニウス法による斜面安定解析を行

った．ここでは，特に雨水浸透に伴う斜面の安全

率の低下および降雨後の回復について調べると

ともに，降雨強度の取り扱い方（降雨境界条件の

入力方法）および表土の地盤物性（飽和透水係数

および不飽和浸透特性）が雨水浸透挙動および斜

面安定性評価に与える影響について着目した． 
解析対象は福知山市夜久野町額田地区に位置

する実斜面であり，平成 21 年 8 月の台風 9 号に

伴う大雨による斜面崩壊（表層崩壊）時の再現解

析を試みる．雨水浸透過程は水分特性曲線を van 
Genuchten 式により簡易に考慮した不飽和浸透現

象の有限要素法（図 3）により解き，得られた結 
果もとに円弧すべりに対する安定性をフェレニウス法により評価した．解析では，図 4に示すように降

雨の条件を 10 分毎雨量で取り扱った場合と 1 時間雨量で取り扱った場合について比較し，降雨強度の

取り扱いの違いによって斜面内の飽和度分布（図 5に一例を示す）や安全率に違いがみられ，正確な危

険度予測には 10 分間雨量を用いた評価が望ましいことが示された．また，降雨強度だけでなく地盤の

物性（透水係数）の影響についても比較検討し，適切な値を設定しなければ正しい解は得られないこと

が示された．また，降雨終了後についても浸透流解析と円弧すべり解析を実施することで，安全率が 1.0
まで回復する時間を計算した．これは交通規制の解除のための判断材料であり，暫定的な指標として用

いることができる．しかし，本解析においてはモデル，境界条件，透水係数や不飽和特性などの物性値

について，今後現場における詳細な地質調査や土質試験を行い再度検討する必要があると考えられる． 
3.3 まとめと今後の展望 

WG2 の 2 年目の活動状況と成果をまとめた．本年度は，不飽和地盤の浸透・変形連成解析手法のベ

ースとなる不飽和土のモデルの検証と地盤の雨水浸透・変形・破壊メカニズムの更なる解明を進めると

ともに，豪雨時の斜面の浸透・変形・破壊・流動解析を遂行する際に必須となる飽和‐不飽和浸透流解

析の適用性やフェレニウス安定解析法と組み合わせた簡易な斜面安定性評価手法の有効性が示された．

次年度は昨年度と本年度の研究成果をさらに発展させた数値解析と WG2 の参加各グループが鋭意開発

を進めている力学モデルや数値解析コードにより新たな知見が得られるものと大いに期待される． 

Time 0min 初期状態 Time 600min ピーク前降雨 Time 1200min ピーク直前

Time 1400min ピーク時 Time 1700min ピーク後 Time 3720min降雨後24時間

a) b) c)

d) e) f)

Time 0min 初期状態 Time 600min ピーク前降雨 Time 1200min ピーク直前

Time 1400min ピーク時 Time 1700min ピーク後 Time 3720min降雨後24時間

a) b) c)

d) e) f)

100%92.685.577.469.761.953.2 100%92.685.577.469.761.953.2

図 5 斜面内の飽和度分布の時系列変化（10 分

間雨量，透水係数 k = 1.0x10-3） 

降
雨
強
度
(m

m
/h
ou

r)

経過時間(min)

図 4 降雨条件（平成 21 年 8 月の斜面崩壊前後）
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４章 評価ワーキング（WG3)の報告（要約版） 

 

4.1 はじめに 

道路防災総点検は，過去 30 年間に 10 回実施されている．これらの結果は，一種の

データベースであるが，当該年度の点検以外に用いられることは希であった．しかし，

道路防災総点検の対象となった斜面は，災害の発生の確立が高いと判断されものであ

る．実際に，道路防災総点検の対象となった斜面は災害の発生件数が多い．したがっ

て、道路防災総点検によって得られた斜面の情報を効果的に活用できれば，道路斜面

の安定度を効率的に評価できると考えられる。本 WG ではこの点に着目し，蓄積され

た道路防災総点検の情報を，人工知能技術の一つである自己組織マップ（以下，SOM）

を用いて分析した．その結果，斜面の特徴に応じたクラスタリングや災害との関係，

災害と密接に関連する因子の抽出などが可能であることを明らかにした．しかしなが

ら，道路防災総点検の情報は定性的なものである．このため，この研究プロジェクト

が目的としている，土砂災害警報情報の高精度化・判断支援システムの構築，現場斜

面の崩壊シナリオの分析および対策工の提案といった課題に対しては，何らなの定量

的な指標を導入することが必要である．  

このような観点から，定性的な指標を使って定量的な評価を可能とする数量化Ⅱ類

と SOM を組み合わせることにより，道路斜面に対する新たな安定性評価手法を開発

することを平成 23 年度の具体的な研究目標とする．  

 

4.2 提案手法の概要 

4.2.1 自己組織化マップの概要 

SOM は競合学習型ニューラルネットワークの一種であり，入力層と出力競合層の 2

層から成っている．高次元データの分類・解析に効果

的な技術として知られており，図-1 に示すように高次

元のベクトル集団を 2 次元に写像し，視覚的に理解し

やすくすることができる．つまり，似ているベクトル

は 2 次元のマップ上の近い位置に配置され，似ていな

いベクトルは遠い位置に配置されるという特徴を持つ．

これにより，高次元ベクトルの集団であっても，特徴

の類似したもの同士を容易抽出することが

可能となる．  

4.2.2 数量化Ⅱ類の概要 

数量化Ⅱ類は性質的な要因から性質的

な外的基準を予測するための判別分析の一

種である．つまり，道路斜面においては表

-1 の上表のようなデータから，下表に示し

たカテゴリースコアと判別区分点を算出す

る手法である．このカテゴリースコアと判

図-1 SOM の構造

外的基準

道路斜面 集水地形 無し H≧30 30＞H

1 1 0 1 0 1

2 0 1 1 0 1

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

ｎ 1 0 0 1 0

崩壊

道路斜面の特徴

地形 ・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

高さ

集水地形 無し H≧30 30＞H

カ テゴリースコア b11 b12 bn1 bn2

判別区分点 P

地形 高さ・・・

・・・

・・・

表-1 カテゴリースコアと判別区分点
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別区分点が抽出基準となる．カテゴリースコアは項目毎の重みのようなものであり，

道路斜面毎に該当する項目のスコアを足し合わせることによって道路斜面の危険度が

算出され，その危険度と判別区分点を比較することにより，その斜面が崩壊を起こす

かどうかが判定される．  

4.2.3 提案手法の概要 

図-2 は数量化Ⅱ類のみを使った従

来型の評価手法と併せて提案手法を示

している．通常，崩壊斜面（X ヶ所）

と非崩壊斜面（Y ヶ所）の情報を一つ

の集まりとして数量化Ⅱ類に適用し，

抽出基準が作成される．しかし，崩壊

斜面の特徴は必ずしも一種類ではない．

そこで，提案手法では，まず崩壊斜面

に対して SOM を適用する．そして，

崩壊斜面の特徴に応じて崩壊斜面 X ヶ

所を複数のクラスタに分類する（X（ヶ

所）＝ a＋…＋n（ヶ所））．これにより，各クラスタ内の崩壊斜面の特徴は統一される．そ

の結果，斜面の特徴に関して非崩壊斜面とのコントラストが強くなると考えられる．

そして，各クラスタの崩壊斜面と非崩壊斜面 Y ヶ所の情報を一つの集まりとして数量

化Ⅱ類に適用する．その結果，N 個の抽出基準

が作成される．抽出基準毎に崩壊の危険性が高

い斜面が算出される．そして，いずれかの基準

に１つでも崩壊の危険性が高いと判断された斜

面すべてを危険性の高い斜面として判断する．  

 

4.3 提案手法の適用性 

4.3.1  解析資料 

本研究では H8 年度防災総点検の実施された

道路法面（切土）のうち，以下の調査結果を使

用した．  

①国道の道路斜面 511 ヶ所（うち，崩壊 115

ヶ所）  

②舞鶴若狭自動車道の道路斜面 128 ヶ所（う

ち，崩壊 8 ヶ所）  

また，表-2 で示した評価項目については H8 も

しくは H13 年度防災総点検で実施されたデータ

を使用した．舞鶴若狭自動車道についてはすべ

ての道路斜面に対して，防災総点検が実施され

ている．国道に関しては以下の条件にあてはま

る道路斜面に対して，防災総点検が実施されて

崩壊斜面（X箇所）

ＳＯＭによる分類

崩壊斜面（ｎヶ所）崩壊斜面（aヶ所）

非崩壊斜面（Yヶ所） 非崩壊斜面（Yヶ所）

N個目の基準

数量化Ⅱ類数量化Ⅱ類

１個目の基準

・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

崩壊斜面（Xヶ所）

非崩壊斜面（Yヶ所）

１つの基準

数量化Ⅱ類

図-2 従来型の手法と提案手法  

従来型の手法  

提案手法  

2つ以上（もしくは崖錐）

１つ

0

顕著

やや顕著

該当せず

顕著

やや顕著

該当せず

該当

該当せず

顕著

やや顕著

該当せず

不安定

やや不安定

安定

湧水有

しみ出し

無し

裸地～植生

複合

構造物

Ｈ≧５０

50＞H≧30

30＞H≧15

15＞Ｈ

流れ盤

崩壊性の地形

（集水地形、脚部侵食etc）

崩壊性の土質

崩壊性の岩質

不透水性基板上の土砂

表土及び浮石・転石

湧水状況

法面の被覆状況

道路斜面の高さ

表-2 道路斜面の評価項目  
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いる．  

4.3.2  検討ケース 

 研究では，3 つのケースについて解析を行ったが，本稿では，Case3 を紹介する．  

【Case2】教師用データ…    国道   62 ヶ所（うち，崩壊  81 ヶ所）  

舞鶴若狭自動車道  90 ヶ所（うち，崩壊   6 ヶ所）  

検証用データ…      国道       27 ヶ所（うち，崩壊  34 ヶ所）  

          舞鶴若狭自動車道  38 ヶ所（うち，崩壊   2 ヶ所）  

4.3.3  従来型の方法による結果 

表-3 は教師データに従来型の手法を適用して得ら

れた結果を示している．ここで実績群とは実際の事象

であり推定群とは数量化Ⅱ類によって判断されたそれ

を示している．例えば，実績群が崩壊，推定群が非崩

壊は当該斜面が実際には崩壊しているのに数量化Ⅱ類

の推定では非崩壊と判断したことを示している．表-3

から数量化Ⅱ類では実際に崩壊している斜面 26 ヶ所

のうち 20 ヶ所（76.9％）を崩壊と判断している．次に，

検証データを抽出基準 A に適用すると表-4 の推定結

果が得られる．実際に崩壊している斜面 11 ヶ所中 7

ヶ所（63.6％）を捕捉できている．当然のことながら教師データに対する推定精度よ

りも低下している．  

4.3.4  提案方法による結果 

次に同じデータに対して提案手法を適用する．まず，崩壊斜面をその特徴に応じて

複数個のクラスタに分類するため，教師データに対して SOM を適用する．図-3 は教

師データに対する自己組織化マップを示している．図から分かるように４つのクラス

タに区分される．このことは崩壊斜面の特徴は主に 4 種類に大別できることを意味し

ている．そして，各クラスタの崩壊斜面と教師データの非崩壊斜面 126 ヶ所を一つの

集まりとして数量化Ⅱ類に適用することにより，4 つのクラスタから４つの抽出基準

B～E を作成した．教師データ段階における抽出基準 B～E の推定結果を表-5～8 に示

す．抽出基準 B～E は実際に崩壊している斜面のすべてを捕捉できている．このこと

から教師データの段階では，従来の手順で作成された抽出基準 A よりも精度が高いこ

とが分かる．表-9 は検証データに対し提案手法を適用した結果を示している．表 -3 の

結果と比較すると，提案手法は 11 ヶ所中 9 ヶ所

（ 81.8％）を捕捉できている．また，崩壊と推定

した斜面の数は従来型の手法が 16 ヶ所であるの

に対し提案手法は 25 ヶ所である．このことは危険

性の高い斜面を安全側に評価していることを示し

ている．また，実績群で非崩壊でありながら崩壊

と推定した箇所が 16 ヶ所ある．これは斜面の持つ

特徴としては崩壊する斜面と判断されたことを示

している．すなわち潜在的に崩壊の危険性を有す

全体 非崩壊 崩壊

全体 152 126 26

非崩壊 111 105 6

崩壊 41 21 20

実績群

表-3 推定結果（教師データ，抽出基準A)

推定群

全体 非崩壊 崩壊

全体 65 54 11

非崩壊 49 45 4

崩壊 16 9 7

実績群

表-4 推定結果（検証データ，抽出基準A）

推定群

 

図-3 教師データの SOM 
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る斜面である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 提案手法の適用性  

 WG3 では数量化Ⅱ類と SOM を併用する手法を提案し，その適用性について検証し

た．以下に得られた知見を示す．  

・ 自己組織化マップで崩壊斜面をクラスタリングした後に数量化Ⅱ類を適用すると

推定精度が高くなる．  

・ 自己組織化マップと数量化Ⅱ類を組み合わせることにより，個々の道路斜面に対し

て安定度を定量的に評価できる  

・ 提案手法は崩壊の危険性の高い斜面の抽出において安全側の評価を与える．  

・ 本研究で提案した安定度評価方法は有効である．  

全体 非崩壊 崩壊

全体 131 126 5

非崩壊 97 97 0

崩壊 34 29 5

実績群

推定群

表-5 推定結果（教師データ，抽出基準B）

全体 非崩壊 崩壊

全体 132 126 6

非崩壊 122 122 0

崩壊 10 4 6

実績群

推定群

表-6 推定結果（教師データ，抽出基準C）

全体 非崩壊 崩壊

全体 131 126 5

非崩壊 124 124 0

崩壊 7 2 5

実績群

推定群

表-7 推定結果（教師データ，抽出基準C）

全体 非崩壊 崩壊

全体 136 126 10

非崩壊 126 126 0

崩壊 10 0 10

実績群

推定群

表-8 推定結果（教師データ，抽出基準E)

全体 非崩壊 崩壊

全体 65 54 11

非崩壊 40 38 2

崩壊 25 16 9

実績群

推定群

表-9 推定結果（検証データ，抽出基準B～E）
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支
援
シ
ス
テ
ム
の
提
案

 

道
路
巡
回
に
代
表
さ
れ
る
維
持
管
理
業
務
の
効
率
化
を
目
指
し
て
、

 
・障
害
物
・苦
情
発
生
リ
ス
ク
と
巡
回
費
用
を
考
慮
し
た
最
適
巡
回
政
策
の
検
討
、

 
・ i

P
ad

2
に
よ
る
道
路
巡
回
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
試
験
的
導
入
，
を
実
施
す
る
。

 

 
道
路
情
報
板
や
ＩＴ
Ｖ
等
の
道
路
付
帯
施
設
・設
備
の
設
置
数
は
膨
大
で
あ

り
、
日
常
の
点
検
の
費
用
負
担
は
増
加
し
、
補
修
・更
新
費
用
総
額
が
土
木

施
設
の
維
持
管
理
費
用
総
額
に
占
め
る
割
合
は
尐
な
く
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

そ
の
最
適
な
点
検
間
隔
及
び
期
待
ラ
イ
フ
ル
サ
イ
ク
ル
費
用
を
最
小
化
す
る

予
防
保
全
戦
略
を
立
案
す
る
こ
と
は
極
め
て
要
請
の
高
い
課
題
で
あ
る
。

 
 
従
来
の
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
土
木
施
設
本
体
に
主
眼
が
置
か
れ
、
道

路
付
帯
施
設
、
情
報
管
理
施
設
に
特
化
し
た
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（最
適
点

検
間
隔
、

L
C

C
評
価
、
リ
ス
ク
定
量
化
）研
究
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。

 


調
査
の
必
要
性

 


研
究
の
概
要

 


H
２
４
年
度
の
研
究
内
容

 

道
路
巡
回
履
歴
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
構
築

 

 
資
料
－
１
１

 


H
２
３
年
度
の
成
果

 

 
平
成

23
年
度
は
特
に
滋
賀
国
道
事
務
所
と
の
打
ち
合
わ
せ
を
踏
ま
え
、
道

路
障
害
物
発
生
リ
ス
ク
と
巡
回
間
隔
の
問
題
に
取
り
組
ん
だ
。
具
体
的
に
は
、

障
害
物
と
苦
情
の
階
層
的
発
生
過
程
を
モ
デ
ル
化
し
、
リ
ス
ク
管
理
水
準
を

満
足
す
る
道
路
巡
回
間
隔
を
検
討
し
た
。
さ
ら
に
道
路
巡
回
業
務
を
支
援
す

る
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
開
発
し
た
．

 

・障
害
物
と
苦
情
の
発
生
過
程
の
モ
デ
ル
化
（階
層
的
隠
れ
ポ
ア
ソ
ン
モ
デ
ル
）
 

・障
害
物
発
生
リ
ス
ク
（
V

aR
指
標
）を
考
慮
し
た
最
適
巡
回
間
隔
の
決
定

 
・i

P
ad

2
を
用
い
た
道
路
巡
回
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
開
発
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
H
２
３
年
の
研
究
概
要

 


本
研
究
で
得
ら
れ
た
成
果

 

障
害
物
と
苦
情
の
発
生
過
程
の
モ
デ
ル
化

 
○
障
害
物
と
苦
情
の
階
層
的
発
生
過
程
の
モ
デ
ル
化
（階
層
的
隠
れ
ポ
ア
ソ
ン
モ
デ
ル
）
 

道
路
巡
視
・巡
回
整
備
時
に
お
け
る
障
害
物
の
発
生
過
程
を
ポ
ア
ソ
ン
発
生
モ
デ
ル
に
よ
り
定
式

化
し
、
さ
ら
に
，
そ
の
影
響
が
苦
情
の
ポ
ア
ソ
ン
発
生
過
程
に
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
に
モ
デ
ル
化
を

行
う
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
，
障
害
物
と
苦
情
の

 
○
分
析
の
手
順

 
 

 
①
維
持
管
理
業
務
と
苦
情
に
関
す
る
作
業
履
歴
の
電
子
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

 
 

 
②
ラ
ン
ダ
ム
比
例
ポ
ア
ソ
ン
モ
デ
ル
に
よ
る
障
害
物
発
生
過
程
の
推
計
、

 
 

 
 

 
障
害
物
発
生
要
因
の
統
計
的
分
析

 
 

 
③
日
常
の
巡
回
作
業
デ
ー
タ
と
苦
情
デ
ー
タ
を
用
い
た
階
層
的
ポ
ア
ソ
ン
発
生
モ
デ
ル
の
推
計

 
○
分
析
の
対
象
路
線

 

 
 
滋
賀
国
道
事
務
所
管
内
一
般
国
道
、
全
線

2
6

4
。

5
k
m

 

 
（ 1
号
線
、

8
号
線
、

2
1
号
線
、

1
6

1
号
線
）
 

 道
路
巡
回
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
開
発

 
○
開
発
の
手
順

 
 

 
①
道
路
巡
回
業
務
の
フ
ロ
ー
検
討

 
 

 
 

 
 

 
（岐
阜
国
道
事
務
所
へ
の
視
察
等
も
含
む
）
 

 
 
②
点
検
項
目
と
シ
ス
テ
ム
へ
の
入
力
項
目
の
整
理

 
 

 
③
シ
ス
テ
ム
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
開
発
と
実
装
時
の
課
題
抽
出

 
 

 
④
道
路
巡
回
業
務
の
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
の
提
案

 
 ・作
業
履
歴
の
電
子
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

 
維
持
作
業
日
誌
（巡
回
巡
視
日
誌
、
巡
回
整
備
日
誌
）
 

・障
害
物
と
苦
情
の
発
生
過
程
の
モ
デ
ル
化

 
 

 
 
（階
層
的
隠
れ
ポ
ア
ソ
ン
モ
デ
ル
に
基
づ
く
）
 

・障
害
物
発
生
リ
ス
ク
を
考
慮
し
た
最
適
巡
回
間
隔
の
決
定

 
・道
路
巡
回
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ

 
・道
路
巡
回
業
務
の
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

 

 
 

 
道
路
付
帯
施
設
、
情
報
管
理
施
設
の
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
検
討

 
 

障
害
物
・
苦
情
発
生
の
確
率
分
布

 

支
援
シ
ス
テ
ム
の
作
業
フ
ロ
ー

 

道
路
障
害
物
の
累
積
発
生
確
率

 

プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
作
業
画
面
の
一
例
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橋
梁
細
部
に
お
け
る
海
塩
粒
子
の
付
着
量
推
定
と
腐
食
劣
化
予
測
手
法
の

 検
討

 

国
道
４
２
号
古
座
大
橋
な
ど
，
沿
岸
部
の
道
路
橋
が
塩
害
を
被
る
損
傷
例
が
多

 
数
発
生
し
て
い
る
．
塩
害
発
生
後
の
，
脱
塩
と
補
修
に
は
相
当
予
算
の
確
保
が

 
必
要
で
あ
り
，
橋
梁
の
各
部
位
に
付
着
す
る
塩
分
量
が
予
測
で
き
れ
ば
，
的
確

 
な
塩
害
対
策
が
可
能
と
な
る
．

 
ま
た
，
腐
食
が
進
行
し
て
い
る
鋼
橋
を
見
れ
ば
，
部
位
に
よ
っ
て
進
行
状
況
は

 
全
く
異
な
り
，
橋
梁
位
置
周
辺
の
環
境
因
子
だ
け
で
は
，
腐
食
の
程
度
を
十
分

 
に
説
明
で
き
な
い
．
こ
の
要
因
と
し
て
，
海
塩
粒
子
の
付
着
量
が
部
位
に
よ
り

 
異
な
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
．
橋
梁
各
部
位
へ
の
海
塩
粒
子
の
付
着
量
を
正
確

 
に
推
定
す
る
こ
と
に
よ
り
的
確
な
補
修
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
．

 

①
 現
地
観
測
に
よ
る
海
岸
部
の
橋
梁
各
部
位
別
の
飛
来
塩
分
付
着
量
，
腐
食
の

 

  
  
進
行
状
況
，
な
ら
び
に
風
向
・風
速
，
降
水
量
，
飛
来
塩
分
量
の
調
査

 

②
 C

F
D
解
析
に
よ
る
橋
梁
周
囲
の
流
れ
場
の
推
定

 

③
 現
地
観
測
，

C
F

D
解
析
に
基
づ
く
，
風
速
場
と
飛
来
塩
分
付
着
量
の
関
係
の
解
明

 

④
 風
洞
実
験
，
屋
外
実
験
に
よ
る
海
塩
粒
子
の
付
着
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明

 

⑤
 降
水
に
よ
る
洗
浄
効
果
，
素
材
の
違
い
に
よ
る
付
着
率
の
評
価

 

⑥
 橋
梁
各
部
位
に
お
け
る
海
塩
粒
子
付
着
量
の
評
価
モ
デ
ル
の
構
築
，
お
よ
び
腐
食

 

  
  
劣
化
の
進
行
の
評
価
方
法
の
検
討

 

 

風
 
海
塩
粒
子

 

付
着
量
推
定

 


調
査
の
必
要
性

 


調
査
の
内
容

 

天
鳥
橋

 
大
鳴
門
橋

 

飛
来
塩
分
捕
集
器
と
内
部
ガ
ー
ゼ

 

0

0
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管
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通
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管
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通
路

 

大
鳴
門
橋
飛
来
塩
分
濃
度
観
測
結
果

 
大
鳴
門
橋

m
d
d
観
測
結
果

 

02468

1
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橋
梁
細
部
に
お
け
る
海
塩
粒
子
の
付
着
量
推
定
と
腐
食
劣
化
予
測
手
法
の

 検
討

 

①
 前
年
度
に
引
き
続
き
円
筒
型
飛
来
塩
分
捕
集
器
を
用
い
て
，
現
地
観
測

 

 
  
に
よ
り
飛
来
塩
分
濃
度
を
評
価
し
た
．

 

②
 降
水
に
よ
る
付
着
塩
分
の
洗
浄
効
果
に
つ
い
て
実
験
を
行
っ
た
結
果
，

 

 
  
洗
浄
効
果
が
表
面
性
状
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
を
確
認
し
た
．

 

③
C

F
D
解
析
，
現
地
観
測
，
気
象
観
測
デ
ー
タ
を
基
に
付
着
塩
分
量
の

 

  
  
簡
易
計
算
モ
デ
ル
を
作
成
し
，
実
橋
梁
に
お
け
る
付
着
量
を
試
算
し
た

 

  
  
結
果
，
オ
ー
ダ
ー
，
付
着
傾
向
が
概
ね
一
致
し
た
．
し
か
し
計
算
精
度
は

 

  
  
十
分
で
あ
る
と
は
言
え
ず
，
今
後
改
善
す
る
必
要
が
あ
る
．

 

→
橋
梁
周
囲
の
流
線
図
か
ら
周
辺
地
形
の
再
現
，
海
塩
濃
度
分
布
の

 

  
  
解
明
が
必
要
．

 

  


平
成

2
3
年
度
の
研
究
成
果

 


平
成

2
4
年
度
の
研
究
内
容

 

○
C

F
D
解
析
の
精
度
向
上
（格
子
分
割
・周
辺
地
形
の
再
現
）
 

〇
海
塩
粒
子
の
付
着
機
構
の
解
明

 

○
橋
梁
周
囲
の
飛
来
塩
分
濃
度
の
評
価

 

〇
A

C
M
セ
ン
サ
に
よ
る
周
辺
環
境
（降
雨
・湿
度
）と
付
着
塩
分
量
の
時
間

 

  
 変
化
の
詳
細
な
調
査

 

○
円
筒
型
飛
来
塩
分
捕
集
器
の
捕
集
性
能
の
評
価

 

○
橋
梁
の
維
持
管
理
戦
略
へ
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

 

0

5
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観
測
値

 
計
算
値

 

Amount of salt (mg/m2) 
海
側
主
桁

 
中
央
主
桁

 
崖
側
主
桁

 

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
1
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S
(%

)

換
算
時
間
降
水
量

(m
m

/h
)

Ｉ字
鋼
（
仕
様

C
-5
塗
装
系
）

ト
タ
ン
板

大
鳴
門
橋
格
子
分
割

 
天
鳥
橋
格
子
分
割

 

天
鳥
橋
流
線
図

   

天
鳥
橋
付
着
塩
分
量
計
算
結
果
（
1
1
月
） 

洗
浄
効
果
測
定
実
験

 

①
 飛
来
塩
分
を
捕
集
す
る
た
め
に
円
筒
型
飛
来
塩
分
捕
集
器
を
試
作
し
，
観
測
を
行
う
こ
と

 

  
  
で
飛
来
塩
分
濃
度
を
評
価
し
た
．

 

②
 海
塩
粒
子
の
移
流
拡
散
を
計
算
す
る
た
め
に
，

C
F

D
解
析
で
流
れ
場
を
算
出
し
た

 

  
  
あ
と
に
，
流
れ
場
を
用
い
て
濃
度
拡
散
方
程
式
を
解
き
付
着
量
を
試
算
し
た
．

 

  
  

→
乱
流
エ
ネ
ル
ギ
ー

 k
 の
過
大
評
価
，
メ
ッ
シ
ュ
依
存
性
の
さ
ら
な
る
検
討
が
必
要
．

 

③
 実
験
か
ら
降
水
に
よ
る
付
着
塩
分
の
洗
浄
効
果
が
確
か
に
存
在
す
る
こ
と
が
判
明
し
た
．

 

  
  
気
象
デ
ー
タ
と
，
そ
の
効
果
を
含
め
た
簡
易
モ
デ
ル
を
用
い
た

C
F

D
解
析
の
結
果
か
ら
，

 

  
  
大
鳴
門
橋
主
塔
回
り
で
の
付
着
塩
分
量
の
計
算
を
行
い
，
現
地
観
測
の
結
果
に
近
い

 

  
  
傾
向
が
得
ら
れ
た
．

 


平
成

2
2
年
度
の
研
究
成
果

 

残
留
率

 
風
向
：
橋
軸
直
角

 

風
向
：
橋
軸
直
角

 

よ
り

2
2
.5
°
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アーチカルバートを連続的に含む景観性に優れた盛土構造の耐震性能評価と 

災害復旧に関する研究 

 

平成 23 年度成果概要と平成 24 年度計画概要 

 

平成 23 年度成果概要 

1. 連続プレキャストアーチカルバート盛土の耐震性に関する検討（官・学）：添付資料 

 遠心力模型実験，数値解析による検討 

 ボックスカルバート vs 剛結アーチ vs2 ヒンジアーチの比較（遠心模型実験および再現解析） 

 低盛土，高盛土で比較．横断方向に関する検討． 

 （結果）ボックスカルバートでは，盛土と一体性という前提は成り立ちにくい． 

 （結果）分割タイプ（2 ヒンジ）は，盛土との一体性は高い． 

 （結果）一定以上の土被りがあれば，ヒンジの有無が構造物全体への影響は少ない． 

 カルバート縦断方向に関する動的遠心実験 

 （結果）壁面土圧の挙動は，壁面の変位モードから説明が可能． 

 （結果）カルバートの縦断方向に接合により，圧縮・引張が交互に生じることとなる（一体型）．

分離型は，引張はほとんど発生しない． 

 

2. アーチ盛土工法におけるアーチカルバートの応力・変形挙動について（産・官）：添付資料 

 奈良国道管内での現場計測の実施． 

 計測項目：変位，鉄筋ひずみ，土圧 

 

3. 3 ヒンジアーチカルバートによる連続アーチ盛土の施工手順の整備 

 

4. 東北地震での被害状況の整理 

 

平成 24 年度実施計画 

1. 大型実験および数値解析による連続アーチカルバート盛土の設計規範の構築に関する研究（官・学） 

 遠心実験 

 大型実験 

 現地計測結果の分析 

2. 計測による多ユニットアーチカルバートの応力・変形挙動（官・産），対策検討 

3. 継ぎ手性能に関する試験（産） 
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コスト縮減事例（アーチ盛土と橋梁のコスト比較） Page 1/2

ケース1（高架橋高さ7.79m） ケース2（高架橋高さ9.53m）

条

アーチ盛土

条
件

橋梁

概
算
工

幅員2車線

B=9.50m

アーチ盛土 111,000 （117/橋面m2） 128,000 （135/橋面m2）

橋梁 223,000 （235/橋面m2） 230,000 （242/橋面m2）
事
費
（
千
円
）

橋梁 223,000 （235/橋面m ） 230,000 （242/橋面m ）

幅員4車線

B=18.25m

アーチ盛土 190,000 （104/橋面m2） 219,000 （120/橋面m2）

橋梁 429 000 （235/橋面m2） 443 000 （243/橋面m2）

その他条件

直接基礎（良質地盤）

橋梁 429,000 （235/橋面m ） 443,000 （243/橋面m ）

主な積算基準

ア チ盛土 M d l h工法協会積算マニ アル ・直接基礎（良質地盤）

・延長100mあたり，橋梁本体のみ

・アーチ盛土：Modularch工法協会積算マニュアル

・橋梁：旧JH（NEXCO）工事実施計画単価

コスト縮減事例（アーチ盛土と橋梁のコスト比較） Page 2/2

ケース3（高架橋高さ10.80m） ケース4（高架橋高さ12.75m）

条

アーチ盛土

条
件

橋梁

概
算
工

幅員2車線

B=9.50m

アーチ盛土 164,000 （173/橋面m2） 194,000 （204/橋面m2）

橋梁 238,000 （251/橋面m2） 253,000 （266/橋面m2）
事
費
（
千
円
）

橋梁 238,000 （251/橋面m ） 253,000 （266/橋面m ）

幅員4車線

B=18.25m

アーチ盛土 283,000 （155/橋面m2） 334,000 （183/橋面m2）

橋梁 456 000 （250/橋面m2） 486 000 （266/橋面m2）

その他条件

直接基礎（良質地盤）

橋梁 456,000 （250/橋面m ） 486,000 （266/橋面m ）

主な積算基準

ア チ盛土 M d l h工法協会積算マニ アル ・直接基礎（良質地盤）

・延長100mあたり，橋梁本体のみ

・アーチ盛土：Modularch工法協会積算マニュアル

・橋梁：旧JH（NEXCO）工事実施計画単価
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盛土内に設置されたカルバートの 
構造形式と地震時挙動に関する研究 

 
 

澤村 康生1・岸田 潔2 
 

1京都大学大学院 工学研究科 社会基盤工学専攻 （〒615-8540京都市西京区京都大学桂 C1-4-291） 

2京都大学大学院 工学研究科 都市社会工学専攻 （〒615-8540京都市西京区京都大学桂 C1-3-266） 

 

 近年，耐震設計を必要としない従来型カルバートの適用範囲を超えるような規模や構造形式

のカルバートが開発され，それらの地震時挙動の把握が重要な課題となっている．そこで本研

究では，カルバートの覆工形状と盛土高に注目して動的遠心模型実験とその数値解析を実施し，

盛土を含むカルバート構造物の地震時挙動に関する検討を行った．その結果，ボックスタイプ

とアーチタイプでは盛土高さによる影響が異なることが明らかになった．また，高土被り条件

でカルバートが施工させる際には，カルバートは盛土の挙動に追従するという前提が成り立た

なくなる可能性があることが明らかになった．  
 

キーワード カルバート，盛土，遠心模型実験，有限要素法  
 
 

1.  はじめに 

現在，カルバートの設計・施工においては，道路土工

カルバート工指針 1)に示される従来型カルバートの適用

範囲（ボックスカルバートの場合：幅 6.5 m，高さ 5 m
以下）を満たすものについては，長年の実績により常時

の荷重のみを考慮するのが一般的である．これは，カル

バート構造物は地震時に周辺地盤や盛土と一体となって

挙動するため，函体本体に作用する断面力は小さいとい

う前提に基づいている．事実このようなカルバートは，

1995 年の兵庫県南部地震や 2004 年の新潟県中越地震等

による強い地震を受けてきたにも関わらず，特に，地震

時の影響を考慮しなくても目立った損傷は生じていない． 

しかしながら近年，大断面・高盛土条件下といった，

従来型カルバートの適用範囲外である規模の大きな道路

用ボックスカルバートの施工が増加してきている．この

ような盛土構造物でもこの前提が成り立つのか，すなわ

ち規模の大きなカルバートに対する確保すべき耐震性能，

およびそれを満足する限界状態については明確になって

いない 2)． 

 一方，そのような剛性カルバートに対して，ヒンジ式

プレキャストアーチカルバートは，剛性カルバートとた

わみ性カルバートの中間的な特徴を持つ柔なカルバート

であり，部材の剛性により外力を支持する他の形式に比

べて，部材厚を薄くしながら内空幅 15~20 m程度，土被

り 20 m 程度までの大断面の施工が可能である．しかし

本体断面にヒンジを有することからやはり従来の慣用設

計法の適用範囲外である．このため耐震性については，

工法ごとに検討が実施されており 3), 4)，阪神大震災レベ

ルの変位に対してもその安定性を保つことが確認されて

いる．しかし，継ぎ手のヒンジ構造の有無や挿入位置が

盛土構造物全体としての耐震性に与える影響についての

検討は十分ではない．今後は剛性カルバートとの相違を

踏まえた上で，耐震性も含めて適切かつ統一的な検討を

加えた設計法を構築する必要がある． 
そこで本研究では，カルバートの構造形式と盛土高さ

がカルバート構造物および周辺地盤の地震時挙動に与え

る影響を明らかにすることを目的に，動的遠心模型実験

とその数値解析を実施した． 
 
 

2.  遠心模型実験 

 
(1)   実験条件 
 本研究では，剛性土槽（長さ450 mm×高さ300 mm×奥
行き150 mm）を用いて，遠心力50G場における振動実験

を実施した．実験では，カルバートの構造形式と盛土高

がカルバート構造物の地震時挙動に与える影響を明らか

にするために，カルバート模型として，（a）ボックス

カルバート模型（ボックスモデル），（b）肩部が剛結

されたアーチカルバート模型（剛結アーチモデル），

（c）肩部にヒンジ構造を有するアーチカルバート模型

（2ヒンジアーチモデル）の3種類を作製した．また，盛

別紙―２
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土条件としては，盛土高さ5.0 m（土被り0.7 m）の低盛

土条件，盛土高さ7.5 m（土被り3.2 m）の高盛土条件の2
種類でカルバート盛土構造物が施工された場合とした．

図-1に実験模型及び計測器の配置の一例を示す． 
 
(2)   カルバート模型 
 本実験で使用するカルバート模型は，ボックスモデル

とアーチモデルで高さと外径幅が同等となるように設計

した．また，アーチカルバート模型は，基礎形式として

インバートタイプを採用した．図-2にそれぞれのカルバ

ート模型の寸法を示す．実際のカルバート構造物は，鉄

筋コンクリート製であるが，実物の1/50の模型に配筋を

施すのは非常に困難であるため，模型は珪砂6号：早強

セメント：水＝2：1：0.65の配合のモルタル5)のみで作成

した．カルバート模型は，打設後24時間で脱型し，28日
間水中養生した後，気中と60 °Cの乾燥炉でそれぞれ24
時間乾燥させて使用した．2ヒンジアーチモデルの模型

を作製する際には，打設時にあらかじめ肩部にアルミ板

を挿し込み，脱型時にボールド部とそれ以外のパーツに

分解した．その後，接触部分の両方にひずみゲージ用コ

ーティング材を薄く塗り固め，端面を整形した．実験時

には，肩部のヒンジ位置から砂がこぼれ落ちるのを防止

するために，ボールド部に貼付したクラフトテープによ

って表面を被服した．ただし，このクラフトテープはボ

ールド部のみに貼付しており，これにより肩部が接着す

ることはない．ヒンジモデルは上記の加工以外は一体型

のモデルと同様の作製方法である．表-1にカルバート模

型の材料定数を示す．  
 
(3) 模型地盤と境界条件 

模型地盤には，基礎地盤，盛土共に乾燥豊浦砂を用

いて，相対密度が85％の密詰めとなるようにした．豊浦

砂の物性値を表-2に示す．また剛性土槽を用いて振動実

験を行ったため，土槽壁面に緩衝材として厚さ3 mmの

ゲルシートを貼付し，土槽境界の影響を緩和した6)． 

 
(4) 入力波形 

入力地震動の決定に際しては，兵庫県南部地震での

JR西日本鷹取駅構内地盤における地震波が，周波数1 Hz
付近で卓越するという結果を参考に，周波数1 Hz，振動

台での最大加速度400 galを目標に，振動載荷装置の変位

制御で正弦波1波のみを入力した． 

 
 

3.  実験結果 

 

図-3 に，カルバート覆工に発生する曲げモーメント

の分布を示す．曲げモーメントは，覆工の内側に引張り

が生じる場合を正と定義している．図には，それぞれの

モデルに対して，(a) 加振前の初期状態，(b) 最大曲げモ

ーメントが発生時，(c) 曲げモーメントの増分量（曲げ

モーメントの最大値と初期値の差）をそれぞれ示してい

 
表-1  カルバート模型の材料定数 

ヤング率 Ee [kN/m2] 2.07×107 

圧縮強度 fc [kN/m2] 4.92×104 

曲げ強度 fb [kN/m2] 1.17×104 

引張り強度 ft [kN/m2] 5.76×103 

単位体積重量 γ [kN/m3] 19.35 

ポアソン比 ν 0.18 

 
表-2  豊浦砂の物性値 

比重 Gs 2.64 

平均粒径 D50 [mm] 0.20 

最大間隙比 emax 0.975 

最小間隙比 emin 0.585 

相対密度 Dr [%] 85 

 図-1  実験模型および計測器配置の一例（高盛土条件） 

 

86
 (4

.3
0)

86
 (4

.3
0)

図-2  カルバート模型の寸法 
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る． 

まずボックスモデルの初期状態では，盛土高さの増加

により，頂板の中央部および側壁全体においてその増加

が顕著であることが確認できる．最大曲げモーメントが

発生した際には，右側に傾くモードで変形しており，左

脚部および右頂部の隅角部において大きな曲げモーメン

トが発生する．増分量においても，盛土高さに比例して

いることがわかる．これより，ボックスモデルでは，盛

土条件が初期状態並びに地震時の覆工の変形にも大きく

影響することがわかる．このため，全体剛性の比較的高

いボックスカルバートでは，従来型カルバートの適用範

囲を越えるような高盛土条件の施工において局所的な変

形が発生し，盛土の挙動に追従するという前提が成り立

たなくなる可能性があると言える．  
つぎに，剛結アーチモデルでは，初期状態において両

脚部で負の曲げモーメントが発生し，頂部ではアーチが

0 内向きにたわむようなモードで正の曲げモーメントが

発生する．一方で肩部においてはほとんど曲げモーメン

トが発生していない．また，低盛土条件においては側方

土圧の影響が卓越するが，高盛土条件においては鉛直土

圧が増加し，構造物全体が扁平に変形するような挙動を

示すことがわかる．これらは，アーチカルバートの特徴

を良く表しているといえる．地震時においては，左脚部

および右肩部においては外側に引張りが生じるモード，

左肩部においては内側に引張りが生じるモードで曲げモ

ーメントが発生する．これより，アーチカルバートは，

ボックスカルバートに比べて部材の変形をある程度許容

し，周辺地盤と一体となって挙動していることがわかる．

増加量では，盛土高さによらずほぼ一定の値を示し，盛

土高さは初期状態における断面力にのみ影響を与えると

 

図-3 カルバート覆工に発生する曲げモーメント分布 

 

- 46 -



言える． 
2ヒンジアーチカルバートモデルでは，変形モードや

盛土条件の影響は剛結アーチモデルとほぼ同様である．

一方，地震時においては，剛結アーチカルバートと比較

して，脚部に大きな曲げモーメントが発生するが，肩部

ではほとんどゼロから変化しない．剛結モデルは脚部と

肩部で地震力を負担するのに対して，2ヒンジアーチカ

ルバートでは脚部のみで地震力を負担しているといえる．

増加量については，剛結アーチモデルと同様，盛土高さ

によらずほぼ一定である．このことから，剛結および2
ヒンジアーチモデルでは，軸力による支持機構により曲

げ変形を抑えられるだけでなく，本実験の範囲内におい

ては，地震荷重の影響を小さく見積もることができると

考えられる．すなわち，高盛土条件下においても，部材

厚を薄く保つことが可能であると考えられる． 

 

 

4.  遠心模型実験に対する数値解析 

 

(1)  数値解析の概要 

本研究では，弾塑性有限要素解析コードDBLEAVES7)

を用いて2次元弾塑性有限要素解析を行った．図-4に解

析メッシュと境界条件を示す．解析においては，剛結ア

ーチモデルと2ヒンジアーチモデルは同一のメッシュを

用いた．ただし，2ヒンジアーチモデルでは肩部にヒン

ジ機能を有するモデルとしてモデル化した． 

 
(2)  地盤および盛土材料のモデル化 

 本解析における地盤および盛土の構成式には，

subloading tij model8)を用いた．subloading tij modelは中間主応

力の影響やせん断剛性の拘束圧依存性を考慮できる上，

砂・粘土の区別なく正規圧密状態～過圧密状態を考慮す

ることが可能である．  

 

(3)  カルバートのモデル化 

 カルバート覆工に発生する軸力は，繰り返し作用する

水平荷重の大きさによって変動し，カルバートの非線形

的な挙動は軸力変動の影響を受ける．そこで本研究では

覆工部材強度の軸力依存性を考慮したAFD-model9)を用い

てアーチカルバートのモデル化を行った．また，覆工と

地盤の境界部分には，Joint要素を配して境界面での摩擦

特性を考慮した．  

 

 

5.  解析結果 

 
 実験と同様，解析における剛結アーチと2ヒンジアー

チの結果を比較すると，2ヒンジアーチの方が脚部の負

担割合が大きいことを除いて両者は同様の傾向を示した．

そこで以下では，主にボックスモデルと2ヒンジアーチ

モデルの結果に着目して結果を整理する． 

 
(1) 遠心模型実験との比較 

 図-5に，高盛土条件において覆工に発生する曲げモー

メントの時刻歴に関して実験値と解析値を示す．両者で

若干の位相のずれや2秒後以降の挙動に差異が見られる
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（a）ボックスモデル_高盛土

（b）2ヒンジアーチモデル_高盛土

実験値 解析値

図-5  曲げモーメントの時刻歴 

 

α

β
δ

図-6  カルバートの変形モード 

 

図-4  解析メッシュと境界条件 
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が，2ヒンジアーチモデルの肩部でほとんど曲げモーメ

ントが発生しない点や，ボックスモデルにおいて大きな

曲げモーメントが発生している点など，本解析は実験を

ある程度の精度で表現していることが確認できる． 

 

(2)  盛土内におけるカルバートの挙動 

一般に地中構造物の変形挙動は，地盤と構造物の剛性

差および構造物の重量に起因する10)．そこで研究では，

盛土内におけるカルバートの挙動を図-6に示す(a)単純せ

ん断変形，(b)剛体回転，(c)並進移動に分解して考える2)．

以下ではそれぞれの変形モードの指標である層間変形角

α，剛体回転角β，並進移動距離δを用いて本解析におけ

る盛土内におけるカルバートの挙動について説明する． 

a) ボックスモデル 
図-7，図-8 にそれぞれ低盛土条件と高盛土条件にお

ける(a)層間変形角 αと剛体回転角 β，(b)頂版および底版

の応答加速度，(c)盛土天端の水平変位と並進移動距離 δ，
の時刻歴を示す．図中には層間変形角 α の絶対値が最

大となる時刻を点線で示している．低盛土条件では，層

間変形角 α，剛体回転角 βおよび盛土天端，並進移動距

離 δについては波形形状がよく一致しており，ほぼ同時

刻にピークを示している．また，応答加速度については

それらよりやや手前でピークを示している．すなわち，

まずボックスカルバートの慣性力が，続けて盛土の振動

変位が覆工に作用し，その結果として同時刻にせん断変

形，剛体回転，並進移動が発生している．これはボック

スカルバートと盛土が一体となって挙動していることを

示している．また，層間変形角 α，剛体回転角 βともに

並進移動距離 δに対して小さいことから，ボックスカル

バートでは部材が厚く重量があるため，並進移動が卓越

していると考えられる．  

一方高盛土条件では，低盛土条件に比べてややピーク

時の層間変形角 α が大きくなっていることがわかる．

これは同一の部材厚で土被りが大きくなったため，上載

荷重によるせん断変形の影響が大きくなったものと考え

られる．さらに，並進移動距離 δは小さくなっており，

並進移動は上載荷重によって抑えられる結果となった． 

また，(1)覆工の応答加速度，(2)層間変形角 α，剛体回

転角 β，並進移動距離 δといった変形モードを示す指標，

(3)盛土の振動変位の順にピークを示している．すなわ

ち，一般に地震時において地下構造物に生じる応力は地

盤の変位が支配的な影響を及ぼすものと考えられている

が，カルバート盛土では，地上構造物と同様に慣性力の

影響が支配的となる場合があることを示唆している． 

b) 2ヒンジアーチモデル 
 図-9, 図-10に低盛土条件と高盛土条件における各解

析結果の時刻歴を示す．ボックスモデルに比べて層間変

形角αが大きくなっており，部材厚が小さいためせん断

変形が卓越することがわかる．また，カルバートの頂板

と底板の応答加速度を見ると，高盛土条件の方が両者の

差が小さくなっていることがわかる．これは，土被りが

大きくなると，上載荷重の影響によりヒンジ機能が抑制

されたためであると考えられる．ちなみに，剛結アーチ

モデルの場合では，土被りによらずカルバート頂板と底

板の応答加速度はほとんど等しい結果となった．並進移

動距離δはボックスモデルより小さくなっており，アー

(a) 層間変形角と剛体回転角の時刻歴

(b) カルバート覆工の応答加速度

(c) 盛土天端とカルバート覆工の水平変位

(a) 層間変形角と剛体回転角の時刻歴

(b) カルバート覆工の応答加速度

(c) 盛土天端とカルバート覆工の水平変位
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図-7 ボックスモデルの変形モード（低盛土条件）       図-8 ボックスモデルの変形モード（高盛土条件）  
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チカルバートは部材が薄く重量が小さいことから，作用

する慣性力も小さくなることを反映している．高盛土条

件になると並進移動距離δが小さくなる点はボックスモ

デルと同様であった． 

 

6.  まとめ 

 

 本研究により得られた知見は以下の通りである． 

① ボックスモデルにおいては，盛土高さが初期状態並

びに地震時の覆工の変形にも影響を与えたのに対し，

アーチモデルでは初期状態における断面力のみに影

響を与える．  
② ボックスモデルでは，高盛土条件になると上載荷重

により並進移動は抑えられるが，部材厚が厚くなる

と慣性力の影響が支配的になり，地盤と一体となっ

て挙動するという前提が成り立たなくなる可能性が

ある． 
③ 2 ヒンジアーチモデルでは，変形モードや盛土条件

の影響は剛結アーチモデルと同様である．しかし地

震時においては，肩部の曲げモーメントが発生しな

い分，脚部の負担割合が大きくなる．そのため，ヒ

ンジ式のアーチカルバートでは，ヒンジ位置や全体

への影響を十分に検討する必要がある．  
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図-9 2ヒンジアーチモデルの変形モード（低盛土条件）    図-10 2ヒンジアーチモデルの変形モード（高盛土条件） 
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アーチ盛土工法におけるアーチカルバートの 
応力･変形挙動について 
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2近畿地方整備局 奈良国道事務所 （〒630-8115 奈良市大宮町3-5-11）. 
 

 アーチ盛土は，連続的にプレキャストアーチカルバートを配置した盛土構造物の略称で，地

域遮断，ダムアップ，風の遮断等の盛土構造物の課題を克服したものである．個々のアーチカ

ルバートの設計は，アーチカルバートを梁，底盤および盛土地盤をばねでモデル化した2次元フ

レーム解析により設計が行われるが，多連アーチカルバートの設計への適用性については十分

に議論されていない．本論文は，京奈和自動車道の大和御所ICで用いられた2連アーチカルバー

トにおいて盛土による応力･変形挙動の計測を行い，設計との比較検証を行った．また，サイド

ウォール部とセンターピア部の不等沈下による影響についても考察を行った． 
 

キーワード アーチ盛土工法，アーチカルバート，現場計測，応力･変形  
 
 

1.  はじめに 

 
アーチ盛土は，連続的にプレキャストアーチカルバー

トを配置した盛土構造物で，地域の遮断，ダムアップ，

風の遮断等の盛土構造物の課題を克服したものであり，

さらに，景観性に優れ，地元や利用者に優位性や利便性

を示すことができるものである1)．アーチカルバートに

作用する荷重は，側部の盛土による側方土圧が作用した

後，上部の盛土により鉛直土圧が作用することとなるが，

アーチカルバートの部材間はヒンジ構造であり，比較的

柔な構造体と盛土地盤の相互作用により，各盛土段階で

多様な応力・変形挙動を示すと考えられる．これらの応

力･変形挙動をアーチカルバートの設計では，アーチカ

ルバートを梁，周辺底盤を地盤ばねでモデル化した2次
元フレーム解析により各盛土段階における応力を求めて

応力照査が行われる．この設計の妥当性を評価するため

に実施した3連アーチカルバートの現場計測事例2)では，

インバート中央部の鉄筋にコンクリートのクラックを伴

う引張応力が観測され，設計と乖離する部分も見られた．

そこで，これらの応力挙動を検証するさらなるデータを

得るために，京奈和自動車道の大和御所ICで用いられた

2連アーチカルバートにおける現場計測を行い，設計値

との比較を行った．また，今回の計測では，多連アーチ

カルバートにおけるサイドウォールとセンターピアの不

等沈下が躯体の応力に大きく影響する結果であり，不等

沈下と躯体応力の関係についても考察を行った． 

2.  工事概要 

 
 計測現場は，京奈和自動車道の大和御所ICに用いられ

た2連アーチカルバートである。図-1に盛土状況，図-2
にアーチカルバートの標準断面を示す．アーチカルバー

トは，ボールト，サイドウォール，センターピアの各部

材をヒンジ構造であるリングジョイントで繋いで構築さ

れ，アーチカルバートは高さ8.3m，幅18.3m，ボールト

およびサイドウォールの上部の部材厚は30cmである．

施工手順は，アーチカルバートを設置後，底版部に鉄筋

を配置し，インバート部にコンクリートを打設（厚さ

40cm）して躯体を完成させた後，盛土を締め固めてい

別紙―２

図-1 盛土状況 

①ｽﾌ゚ ﾘﾝｸ゙ ﾗｲﾝまで盛土 ②ヒンジ継手まで盛土 

③ボールト天端まで盛土 ④盛土完了(土被り厚80cm)
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く．締め固め手順は，①小型バックフォーで裏込め土の

敷き均し，②プレート式小型転圧機で躯体1.0mの範囲の

転圧，③その他箇所はハンドガイド式小型転圧機で転圧

の順で行い，土被り厚0.8mまで盛土を行った．図-3に当

該地における地盤状況を示す．基礎地盤は，層厚約2m
の埋土層，沖積砂層の下に層厚2.5mの沖積粘土層が堆積

しているため，地耐力確保を目的として表層2ｍに地盤

改良を行った。 

 
 

3.  現場計測概要 

 

盛土に伴うアーチカルバートの応力・変形挙動を把握

するために，アーチカルバートの鉄筋応力および内空変

位の計測を行った．また，サイドウォールにパッド式土

圧計3)を設置し，盛土による側方土圧の計測も行った．

図-4に計測器設置平面位置図，図-5に計測器の設置断面

図を示す．計測断面は３断面設け，A，B断面は内空変位

計測，C断面は内空変位と土圧･応力の計測を行った．ア

ーチカルバートに作用する断面力（軸力，曲げモーメン

ト）と設計値を比較するためにアーチカルバートの内

側・外側鉄筋応力の計測値より断面力を求めた． 

 

 

4.  現場計測結果 

 

(1)  内空変位結果 

 図-6に各盛土段階における内空変位の計測結果を示す．

いずれの計測断面においてもヒンジ部から天端まで

（図-6の水色から緑色）の盛土時に大きな沈下が発生し

ている．その沈下量は，左サイドウォール部で75～
95mm，右サイドウォール部で80～109mm，センターピ

ア部で37～57mmであり，左右の沈下を比べると右側が

若干大きく，サイドウォール部とセンターピア部を比べ
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図-6 各盛土段階における内空変形図 
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図-2 アーチカルバートの標準断面図 
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ると38～56mmの不等沈下が発生している．これらの沈

下は，図-3に示した沖積粘土層（N値=2，層厚2.5m）の

盛土に伴う圧密沈下によるものであり，２連アーチカル

バートの場合，センターピア部とサイドウォール部にお

ける盛土荷重の大きさの違いが不等沈下を引き起こす要

因となっている． 

 図-7にC断面の盛土完了時における内空変位量を示す．

アーチカルバートは，上載荷重により横へ拡がるような

変形を示していると同時に，全体的に左側へ変位するよ

うな挙動をしている． 

 

 

(2)  土圧計測結果 

 図-8に盛土工程とサイドウォール部に作用する側圧の

経時変化を示す．図中には，側圧係数K=0.6，1.0とした

場合の計算上の側圧も示してある．サイドウォール部に

作用する側圧は，左側は側圧係数K=1.0に相当する側圧

が作用し，右側は側圧係数K=0.6に相当する側圧が作用

しており、左側の側圧が大きな偏土圧が作用する状況と

なっている．ここで計測される土圧は，アーチカルバー

トの変位による地盤反力や土圧の減少も含んだものであ

り，アーチカルバートの沈下やアーチカルバートの内空

変位が偏土圧の要因となっていることが考えられる． 

 

(3)  応力計測結果 

 図-9に鉄筋応力の経時変化図，図-10に盛土完了時に

おける鉄筋応力分布図を示す．これらの計測結果より，
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サイドウォールは内側鉄筋が圧縮，外側鉄筋が引張，イ

ンバート部では内側鉄筋に引張力が作用している．これ

らの鉄筋応力に挙動は盛土荷重による応力の発生の他に，

内空変位結果で示した不等沈下が大きく影響していると

考えられ，特に，沈下量の大きい右側のサイドウォール

の外側鉄筋に大きな引張力が作用している．なお，右側

サイドウォールの外側鉄筋の引張応力が盛土途中に急激

に増加しているのは，盛土および沈下に伴う引張応力の

増加によりコンクリートにクラックが発生し，コンクリ

ートに作用していた応力が鉄筋に移行してきたためと考

えられる． 

 

 

5.  計測値と設計値の比較 

 

 本現場におけるアーチカルバートの設計4)は，アーチ

カルバートを梁，底盤および盛土地盤をばねでモデル化

した2次元フレーム解析により設計された．図-11に土被

り厚0.8ｍにおける内空変位および断面力（軸力，曲げ

モーメント）の計測値と設計値の比較図を示す．ここで

示す断面力は，内側，外側の鉄筋応力より換算するが，

その際にコンクリートと鉄筋のヤング係数比ｎが必要と

なる．今回の断面力の換算に用いるヤング係数比は，セ

ンターピアの軸力の換算値が設計値と一致する場合のヤ

ング係数比（ｎ＝10）を設定した．また，インバートは

厚さ40cmの現場打ちコンクリートであるが，この下に

厚さ18cmの捨てコンで敷き均されているため，この捨

てコンも断面力を算出する際のインバートの厚みに考慮

した． 
設計に用いる鉛直および水平地盤反力係数は，「道路

橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編5）」の地盤反力係数推

定方法により求めた．表-1に設計における地盤反力係数
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kv=56,480kN/m3 kv=1103kN/m3 kv=1147kN/m3 kv=221kN/m3 

表-1 設計における地盤反力係数の設定方法 

地盤 単位 備　考

改良体の強度qu 550 kN/m2

改良体の変形係数E0 220,000 kN/m2 E0=ε･100･qu (α=4）

換算載荷幅 B 9.154 m
ｱｰﾁｶﾙﾊﾞｰﾄ全幅の
1/2

鉛直地盤反力係数 kv 56,480 kN/m
3 式(1)より算出

盛土地盤の変形係数E0 28,000 kN/m2 E0=2800N (kN/m
2
)

※ＮはN値，N=10

換算載荷幅 B 7 m ｱｰﾁｶﾙﾊﾞｰﾄの高さ

水平地盤反力係数　kh 8,720 kN/m
3 式(1)より算出

基礎
地盤

側方
地盤

※地盤反力係数の算出式

設計条件

4/3

0 3.03.0
1 −

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛⋅⋅⋅=

BEk α 式(1)
※せん断地盤反力係数
　は，kv, khの1/3
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を示す．図-11より設計値と計測値を比較すると設計値

は沈下量が小さく，サイドウォールの曲げモーメントが

小さい．これは，設計では基礎地盤の鉛直地盤反力係数

を改良体の強度より求めており，大きな地盤反力係数を

設定しているが，実際には改良体の下層には沖積粘土地

盤があり，この粘土地盤の圧密沈下による沈下が発生し

ているためである．そこで，基礎地盤の地盤反力係数

（左右サイドウォールとセンターピア部の３つに分割）

をパラメータとして計測された沈下量をシミュレートす

る解析を行った．図-12にシミュレーション解析値と計

測値の比較図を示す。解析値の内空変位は計測値をほぼ

一致した結果が得られている．シミュレーション解析に

おける断面力は，沈下とともにサイドウォールとセンタ

ーピアの間に不等沈下が発生するため，サイドウォール

およびインバートの曲げモーメントが原設計よりも大き

くなり，計測値の状況により近い結果となっている．こ

れより，2連アーチカルバートに沈下が生じた場合，サ

イドウォール部とセンターピア部に不等沈下が生じ，こ

れがサイドウォールおよびインバートの応力に大きく影

響すると言える． 

 

 

6.  アーチカルバートの沈下と躯体応力の関係 

 

 今回の現場計測の結果より，2連アーチカルバートで

は盛土荷重により大きな沈下が生じた場合，サイドウォ

ール部とセンターピア部に不等沈下が生じ，サイドウォ

ールおよびインバートの曲げモーメントが増加すること

が観測された．ここでは，大和御所ICの設計モデルを用

いて基礎地盤の地盤反力係数をパラメトリックに変化さ

せて，不等沈下量と断面力および発生応力度の関係につ

いて調べた． 
 図-13 に基礎地盤の地盤反力係数のパラメトリック解

析における曲げモーメント分布を示す．また，図-14 に

これらの解析結果における不等沈下量とアーチカルバー

ト躯体の断面力の関係を示す．グラフに表示したのは曲

げモーメントが最大値を示すサイドウォールの脚部およ

びインバートの端部，鉄筋応力の計測位置であるサイド

ウォールのスプリングライン位置およびインバートの中

央部である．地盤反力係数が小さくなり，不等沈下量が

大きくなるにつれて，いずれの点においても曲げモーメ

ントが大きく作用していることがわかる． 

 図-15 に不等沈下量と鉄筋引張応力を示す．グラフに

表示したのはサイドウォールおよびインバートの計測位

置における発生応力度の解析値（塗潰し）と計測値（白

抜き）である。サイドウォールスプリングライン位置に

おける外側鉄筋およびインバート中央部の内側鉄筋は，

不等沈下量の増加とともに引張応力が増加している．ま

た，図-15 には盛土完了後における不等沈下量と鉄筋引

張応力の計測値も併記してある．不等沈下量と鉄筋引張

応力の関係は，同じ不等沈下量で比較すると計測値に比

べて解析値の方が鉄筋引張応力が大きいが，解析ではコ

ンクリートの引張強度を考慮していないこと，計測値は

コンクリートのクラックの発生位置によっては，ばらつ

きが大きいことなどを考慮すると，解析における不等沈

下量と鉄筋引張応力の関係は，概ね計測値を評価してい

図-13 各地盤反力係数における曲げモーメント（解析） 
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ると言える．この関係から見ると原設計の不等沈下量

5mm における鉄筋引張応力に対して，不等沈下量の計

測値 55～65mm では約 10 倍の鉄筋引張応力が作用する

こととなる．すなわち，多連アーチカルバートの設計に

おいては，盛土荷重が影響する深度までの土層を含めた

地盤反力係数を適切に設定し，沈下量を精度良く評価す

ることが重要である． 

 
 

7.  まとめ 

 

 今回の現場計測および解析検討により，以下のような

知見を得た． 

 
①2連アーチカルバートを設置する基礎地盤に軟弱粘土

層が存在した場合，表層の地盤改良を施しても盛土

荷重により沈下が発生し，かつサイドウォール部と

サンターピア部に不等沈下が生じ，サイドウォ－ル，

インバート，センターピアのフーチング部の曲げモ

ーメントが増加する． 
②2次元フレーム解析は，沈下に伴うサイドウォールお

よびインバートにおける曲げモーメントの増加状況

を良く再現している． 
③2 次元フレーム解析で地盤反力係数をパラメトリック

に解析した結果，解析における不等沈下量と鉄筋引

張応力の関係は，概ね計測値を評価していると言え

る． 
④この関係より，原設計の不等沈下量 5mm における鉄

筋引張応力に対して，不等沈下量の計測値 55～
65mm では約 10 倍の鉄筋引張応力が作用することと

なる． 
⑤多連アーチカルバートの設計においては，盛土荷重が

影響する深度までの土層を含めた地盤反力係数を適

切に設定し，沈下量も精度良く評価することが重要

である． 
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図-14 不等沈下量と曲げモーメントの関係（解析） 
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図-15 不等沈下量と鉄筋引張応力の関係（解析と計測）
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